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STEP１-１ 基本情報
組合コード 77163
組合名称 SK健康保険組合
形態 単一
業種 金属工業

令和3年度 令和4年度 令和5年度
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

7,437名
男性91.1%

（平均年齢44.27歳）*
女性8.9%

（平均年齢42.04歳）*

7,612名
男性91.0%

（平均年齢44.2歳）*
女性9.0%

（平均年齢42.2歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 0名 0名

加入者数 16,167名 16,235名 -名
適用事業所数 21ヵ所 21ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

21ヵ所 21ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

95.0‰ 95.0‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和3年度 令和4年度 令和5年度
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 0 0 - -
保健師等 0 0 0 0 - -

事業主 産業医 4 12 4 12 - -
保健師等 1 14 1 9 - -

第2期における基礎数値
（平成28年度の実績値）

特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 3,667 ∕ 4,981 ＝ 73.6 ％
被保険者 3,262 ∕ 3,428 ＝ 95.2 ％
被扶養者 405 ∕ 1,553 ＝ 26.1 ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 275 ∕ 751 ＝ 36.6 ％
被保険者 275 ∕ 718 ＝ 38.3 ％
被扶養者 0 ∕ 33 ＝ 0.0 ％

令和3年度 令和4年度 令和5年度
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 18,824 2,531 19,733 2,592 - -
特定保健指導事業費 37,953 5,103 36,975 4,857 - -
保健指導宣伝費 5,553 747 5,367 705 - -
疾病予防費 103,497 13,916 102,916 13,520 - -
体育奨励費 0 0 0 0 - -
直営保養所費 0 0 0 0 - -
その他 1 0 0 0 - -
　
小計　…a 165,828 22,298 164,991 21,675 0 -
経常支出合計　…b 4,682,289 629,594 4,574,583 600,970 - -
a/b×100 （%） 3.54 3.61 -
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令和3年度 令和4年度

令和5年度

(歳)

(百人)
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2



男性（被保険者）
令和3年度 令和4年度 令和5年度
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 72人 10〜14 0人 15〜19 57人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 317人 25〜29 492人 20〜24 356人 25〜29 490人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 658人 35〜39 787人 30〜34 707人 35〜39 787人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 977人 45〜49 978人 40〜44 974人 45〜49 961人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 941人 55〜59 943人 50〜54 931人 55〜59 954人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 492人 65〜69 114人 60〜64 579人 65〜69 127人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 6人 70〜74 6人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和3年度 令和4年度 令和5年度
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 9人 10〜14 0人 15〜19 3人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 40人 25〜29 77人 20〜24 38人 25〜29 91人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 71人 35〜39 58人 30〜34 82人 35〜39 61人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 106人 45〜49 105人 40〜44 93人 45〜49 107人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 91人 55〜59 60人 50〜54 93人 55〜59 71人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 36人 65〜69 6人 60〜64 36人 65〜69 7人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 1人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和3年度 令和4年度 令和5年度
0〜4 568人 5〜9 716人 0〜4 528人 5〜9 694人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 712人 15〜19 696人 10〜14 744人 15〜19 682人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 366人 25〜29 35人 20〜24 369人 25〜29 38人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 17人 35〜39 2人 30〜34 1人 35〜39 3人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 1人 45〜49 0人 40〜44 0人 45〜49 0人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 0人 55〜59 1人 50〜54 0人 55〜59 3人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 5人 65〜69 1人 60〜64 3人 65〜69 2人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 8人 70〜74 8人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和3年度 令和4年度 令和5年度
0〜4 537人 5〜9 666人 0〜4 526人 5〜9 652人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 708人 15〜19 659人 10〜14 746人 15〜19 636人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 326人 25〜29 114人 20〜24 315人 25〜29 107人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 211人 35〜39 324人 30〜34 204人 35〜39 287人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 399人 45〜49 434人 40〜44 392人 45〜49 419人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 501人 55〜59 420人 50〜54 483人 55〜59 414人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 185人 65〜69 67人 60〜64 228人 65〜69 62人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 51人 70〜74 59人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴 当健保組合は、事業主の拠点が全国にあり、加入者も全国に点在している。
当健保組合には、専属の医療専門職が不在。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
当健保組合では、予防可能な又、重症化につながる疾病に対し、早期発見、早期治療を目的とする事業を重点指向し、効果的・効率的な運用に努めている。
全事業所の取組み内容が見えにくく又、バラツキのある事より、平成２９年度に「健康管理事業推進委員会」組織を立ち上げ、全事業所共通認識の下、「健康経営」施策に取り組んでいる。
コストと有効性の観点より、実施是非判断や制度見直しを必要とする事業も存在する。
特定健診・特定保健指導の被扶養者は、低い率で横ばい状態である。
被保険者・被扶養者共、毎年の保健事業実施者は、特定化の傾向にある。
保健事業の実施内容の理解がまだまだ低い。（特に被扶養者）

事業の一覧
職場環境の整備
加入者への意識づけ
　予算措置なし 　健康情報提供
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　健康保険新聞
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　健康管理対策推進
　保健指導宣伝 　健康保険研修会
　保健指導宣伝 　保健・広報事業
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品使用促進
　保健指導宣伝 　健康電話相談
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　乳がん検診
　疾病予防 　子宮頸がん検診
　疾病予防 　大腸がん検診
　疾病予防 　肺がん検診
　疾病予防 　前立腺がん検診
　疾病予防 　ピロリ菌検査
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　疾病予防 　禁煙チャレンジ
　疾病予防 　メンタルサポート
　その他 　宿泊施設利用補助
　予算措置なし 　保健指導用の視聴覚教材
事業主の取組
　1 　健康経営全事業所共通取組み項目の目標管理
　2 　体力測定
　3 　健康目標チャレンジ活動
　4 　ストレス調査結果に基づく職場リスクの低減
　5 　食事改善
　6 　健康教室開催
　7 　健康診断事後フォロー
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
加入者への意識づけ
予
算
措
置
な
し

2 健康情報提供
【目的】
加入者の健康意識を高め、自発的な健康の維持・改善を促
す目的で、より一層の健康情報の提供を実施する。
【概要】
ホームページにタイムリーな情報の提供を実施する。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 0 定期的な情報更新を実施。 各種申請用紙の出力や健保広報の情報
をリアルタイムに提供。

情報提供に対し関心度を高めることが
課題。 4

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健康診査

【目的】
生活習慣病の発症や進展を予防することによって、生活の
質を維持・向上させると共に、将来の医療費適正化に繋げ
る。
【概要】
40歳以上の加入者を対象として事業所所属被保険者は事業
主負担の法定検診、任意継続被保険者及び被扶養者には受
診券を発行し無料の特定健康診断を実施。

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

全員 3,275

平成29年度実績受診率　26.4%　
＜被保険者（任継）　56.4%　被扶養
者　25.4%＞
被扶養者と任継者の本人に受診券を発
行し特定健診費用を予算化。
事業所所属被保険者は事業主負担のた
め、予算外。

被保険者の定期健康診断（法定健診）
の受診率は高い。
事業所の協力にて対象者へ配布。

被扶養者の受診率向上が課題。
対象者の健診に対する意識の個人差と
周知不足が要因。

3

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導

【目的】
生活習慣病の予防・改善を図る。
【概要】
外部委託により特定健診の結果により対象となった方に対
し、保健師による面談その他運動・食事等の保健指導を実
施。

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 5,909

平成29年度特定保健指導率25.1%
事業所との協働により、実施。
対象者の勤務時間の調整が課題

事業所との協働による実施。
外部委託全事業所への展開。
対象者の勤務時間の調整が課題。
対象者の保健指導に対する理解不足。

2

保
健
指
導
宣
伝

5 健康保険新聞

【目的】
健康保険組合からの様々な情報（健康増進事業・疾病予防
事業等）を提供し、情報の共有化を図る。
【概要】
健康保険組合連合会発行「すこやか健保」を組合会理事・
議員、各事業所健康保険担当部課長に毎月配布。

被保険者 全て 男女
18
〜
74

基準該
当者 33

健康保険組合連合会発行「すこやか健
保」を組合会理事・議員、各事業所健
康保険担当部課長に毎月配布。

健康保険組合からの様々な情報（健康
増進事業・疾病予防事業等）を提供し
、健康管理に役立っている。

非定期発行物の都度、情報提供。
各事業所での活用方法不知。 5

- 医療費通知

【目的】
医療費負担の構造や各人別実態を知ることで、適正使用に
繋げる。
【概要】
医療費実績を年2回（9月・翌年3月）被保険者に通知。
また、給付金支払対象者にはその都度毎月通知。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 166
医療費通知を年2回（9月・翌年3月）被
保険者に通知。
給付金支払対象者にはその都度毎月通
知。
事業所を通じて配布。

事業所の協力にて対象者へ配布。
自宅への持ち帰り、内容を確認してい
るかが不明。
事業所の事務負担となる。

5

1 健康管理対策
推進

目的】
健康保険組合からの様々な情報（健康増進事業・疾病予防
事業等）を提供し、健康管理に役立てることを目的とする
。
【概要】
各事業所担当部課長を推進委員とし、地区別に保健事業の
実施に関する具体的な事案発生の都度協議。

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 572 （健康増進事業・疾病予防事業等）を
提供し、健康管理を協議。

健康保険組合からの様々な情報（健康
増進事業・疾病予防事業等）を提供し
、健康管理に役立っている。

各事業所に即した保健事業の実施が課
題。 3

1 健康保険研修
会

【目的】
健康保険組合からの様々な情報（健康増進事業・疾病予防
事業等）を提供し、健康管理に役立てることを目的とする
。
【概要】
各事業所健康保険事務担当者を対象に必要の都度、研修会
を開催。

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 0
平成29年度　0回
各事業所健康保険事務担当者を対象に
必要の都度、研修会を開催。

健康保険組合からの様々な情報（健康
増進事業・疾病予防事業等）を提供し
、健康管理に役立っている。

各事業所に即した研修会の実施が課題
。 1

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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- 保健・広報事
業

【目的】
健康保険組合からの様々な情報（医療保険制度・健康増進
事業・疾病予防事業等）を提供し、健康管理に役立てるこ
とを目的とする。
【概要】
健保連共同保健指導・広報会費として拠出。
タイムリーな情報を提供。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 0― ― 県外事業所への展開。 4

8
ジェネリック
医薬品使用促
進

【目的】
使用促進と医療費の削減を図ることを目的とする。
【概要】
ジェネリック医薬品普及率向上を目指し、ホームページに
掲載し、周知をはかるとともに一部差額通知を配布。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 766
ホームページによる意識づけ及びジェ
ネッリク医薬品へ切り替えた場合の差
額通知を毎月送付。

平成27年度より全加入者へ差額通知を
毎月送付し、意識づけに役立っている
。

ホームページのみではジェネリック医
薬品の周知及び理解不足。
差額通知配布対象拡大が課題。

4

6 健康電話相談

【目的】
健康管理や病気についての悩みや不安の解消を目的とする
。
【概要】
外部委託による24時間、フリーダイヤルで健康相談（メン
タルヘルスを含む）を実施。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 864 24時間、フリーダイヤルで健康相談（
メンタルヘルスを含む）を実施。

匿名での相談が可能。
Ｗｅｂ相談（Ｅメール）対応も可能。

利用方法の周知不足。
健康相談に対し関心度を高めることが
課題。
ネット等で容易に情報収集が可能。
費用（コスト）の割に利用者が少ない
。

2

疾
病
予
防

3 人間ドック

【目的】
病気の発症を未然に防ぐこと、また病気を早期に発見して
、早期治療を行うことを目的とする。
【概要】
30歳以上の被保険者・被扶養者を対象に実施。　年度に一
度限り30,000円を限度に補助。

被保険者
被扶養者 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 46,862

平成29年度　1,731名
＜被保険者　1,607名　　被扶養者124
名＞

平成25年度補助金限度額を10,000円か
ら30,000円に引き上げた為、受診率が
向上した。
病気の予防、早期発見、早期治療に役
立っている。

被扶養者の受診率向上が課題。
年令別適正受診項目の推奨。 3

3 乳がん検診

【目的】
日本人女性のがんの中でも最も多いとされている乳がんの
予防、早期発見、早期治療を目的とする。
【概要】
30歳以上の女子被保険者・被扶養者の希望者を対象に実施
。
年度1回に限り5,000円を限度に実費補助。

被保険者
被扶養者 全て 女性

30
〜
74

基準該
当者 642

平成29年度　153名
平成26年度から、当年度30歳に達する
女性へ冊子を送付。

冊子を自宅へ直送することにより乳が
ん検診補助が周知され増加。
乳がんの予防、早期発見、早期治療に
役立っている。

乳がんに対し、検診の大切さ・関心度
を高めると共に、更なる受診率向上が
課題。

4

3 子宮頸がん検
診

【目的】
子宮頸がんの予防、早期発見、早期治療を目的とする。
【概要】
外部委託により30歳以上の女子被保険者・被扶養者の希望
者を対象に自己採取法によるがん検診。

被保険者
被扶養者 全て 女性

30
〜
74

基準該
当者 1,132 平成29年度　453名

子宮頸がんの予防、早期発見、早期治
療に役立っている。
申込・検査料は無料で受診できる。
検診促進冊子を自宅直送した相乗効果
により実施率増加。

子宮頸がんに対し、検診の大切さ・関
心度を高めることが課題。 4

3 大腸がん検診
【目的】
大腸がんの予防、早期発見、早期治療を目的とする。
【概要】
外部委託により30歳以上の被保険者・被扶養者の希望者を
対象に自己採集法によるがん検診。

被保険者
被扶養者 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 2,579 平成29年度　1,433名

大腸がんの予防、早期発見、早期治療
に役立っている。
申込・検査料は無料で受診できる。
検診促進冊子を自宅直送した相乗効果
により実施率増加。

大腸がんに対し、検診の大切さ・関心
度を高めることが課題。 4

3 肺がん検診
【目的】
肺がんの予防、早期発見、早期治療を目的とする。
【概要】
外部委託により30歳以上の被保険者・被扶養者の希望者を
対象に自己採集法によるがん検診。

被保険者
被扶養者 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 3,390 平成29年度　1,251名

肺がんの予防、早期発見、早期治療に
役立っている。
申込・検査料は無料で受診できる。
検診促進冊子を自宅直送した相乗効果
により実施率増加。

肺がんに対し、検診の大切さ・関心度
を高めることが課題。 4

3 前立腺がん検
診

【目的】
前立腺がんの予防、早期発見、早期治療を目的とする。
【概要】
外部委託により30歳以上の被保険者・被扶養者の希望者を
対象に自己採集法によるがん検診。

被保険者
被扶養者 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 2,224 平成29年度　849名

前立腺がんの予防、早期発見、早期治
療に役立っている。
申込・検査料は無料で受診できる。
検診促進冊子を自宅直送した相乗効果
により実施率増加。

前立腺がんに対し、検診の大切さ・関
心度を高めることが課題。 4

3 ピロリ菌検査
【目的】
胃がんの予防、早期発見、早期治療を目的とする。
【概要】
外部委託により30歳以上の被保険者・被扶養者の希望者を
対象に自己採集法による検査。

被保険者
被扶養者 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 2,460 平成29年度　1,164名

胃がんの予防、早期発見、早期治療に
役立っている。
申込・検査料は無料で受診できる。
検診促進冊子を自宅直送した相乗効果
により実施率増加。

胃がんに対し、検査の大切さ・関心度
を高めることが課題。 4

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

6



3 インフルエン
ザ予防接種

【目的】
インフルエンザの予防を目的とする。
【概要】
被保険者・被扶養者の希望者に対し年度1回3,000円までの
実費補助（乳幼児から13歳までは、同ワクチン接種2回∕
年度）。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74 全員 18,258

平成29年度　5,617名
＜被保険者　3,338名　　被扶養者　2,
279名＞

インフルエンザの予防に役立っている
。
平成25年度より補助金限度額を1,000円
から3,000円に引き上げた為、接種率が
増加した。

インフルエンザに対し、予防接種の大
切さ・関心度を高めることが課題。 4

- 禁煙チャレン
ジ

【目的】
喫煙率の引き下げを目指すと共に、受動喫煙対策にも積極
的に取組み、事業主と協働して煙害のない職場環境を整え
る。
【概要】
被保険者の希望者を対象に、医療機関での禁煙外来治療プ
ログラムでの禁煙成功者に対して補助金を支給　年度1回に
限り禁煙外来にかかった費用（自己負担額）の7割を実費補
助。

被保険者 全て 男女
20
〜
74

基準該
当者 50 平成29年度　4名

10月に各事業所に禁煙ポスターを配布
平成25年度より新規事業、禁煙外来へ
の費用補助実施。

禁煙の大切さ・関心度を高めることが
課題。
喫煙者の意識改善。

1

3 メンタルサポ
ート

【目的】
事業所のメンタルヘルス対策を支援することを目的とする
。
【概要】
各事業所主催でメンタルヘルスの研修会や講演会等を開催
した場合、費用（補助規程あり）の半額を実費補助。

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 0 平成29年度　0件

職場におけるメンタルヘルス対策とし
て働く人のメンタルヘルスに役立って
いる。
平成25年度より新規事業
メンタルセミナー等開催に事業所への
費用補助実施。

事業所においての周知不足。
事業所でのメンタルセミナー等開催が
対象だったので、開催率が低かった。
補助対象の拡大が課題。（被保険者・
被扶養者）
メンタルヘルスの大切さ・関心度を高
めることが課題。

1

そ
の
他

8 宿泊施設利用
補助

【目的】
心身ともに健やかに過ごし、リフレッシュしていただくこ
とを目的とする。
【概要】
国内の宿泊施設に被保険者・被扶養者が宿泊した場合、年
度1度に限り被保険者5,000円、被扶養者2,500円を限度に
実費補助。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 9,377
平成29年度　2,401名
〈被保険者　1,350名、被扶養者　1,05
1名〉

心身ともに健やかに過ごし、リフレッ
シュに役立っている。 毎年の利用者が限定の傾向にある。 3

予
算
措
置
な
し

5 保健指導用の
視聴覚教材

【目的】
健康保険組合からの様々な情報（健康増進事業・疾病予防
事業等）を提供し、健康管理に役立てることを目的とする
。
【概要】
各事業所への保健指導用ビデオテープの貸出。

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 0 各事業所への保健指導用ビデオテープ
の貸出。

健康保険組合からの様々な情報（健康
増進事業・疾病予防事業等）を提供し
、健康管理に役立っている。

各事業所に即した貸出が課題。
ＤＶＤが無い。 1

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
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事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象
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齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

健康経営全事業所
共通取組み項目の
目標管理

加入全事業所共通した重症化予防健康管理８項目について、各事業
所毎に目標を設定し、管理していく。

被保険者
被扶養者 男女

-
〜（

上
限
な
し）

平成２９年１０月よりスタート。（毎年度実施
）

共通管理項目であり、事業所評価（比較）が可
能。 更なる運営システムの充実。 有

体力測定 体力測定実施。（社員全員対象） 被保険者 男女

-
〜（

上
限
な
し）

まずは短時間で誰もが参加できる体幹や筋肉量
・体脂肪率等が測定できるインボディのみの測
定啓発を図る。

自身の体力年齢がわかり、健康意識の向上につ
ながる。 参加率≒６０％ 無

健康目標チャレン
ジ活動 個人毎に健康維持増進目標を設定し、達成度合いを評価する。 被保険者 男女

-
〜（

上
限
な
し）

平成２９年度よりスタート。
年間を通した取組み。 個人毎目標設定で無理なく取組みやすい。 個人差あり。 無

ストレス調査結果
に基づく職場リス
クの低減

ストレス調査の集団分析結果を用い、職場のメンタルヘルス風土の
改善を図る。 - -

-
〜
-
実施率１００％を達成できるよう、メンタルヘ
ルスの重要性を安全衛生委員会等を通じ、従業
員へ周知する。

問題点の共通化が図れ、改善に結びつきやすく
なった。 難易度の高い項目の取組み。 無

食事改善 バランスの良い食事を摂取することができるようにし栄養に関心を
持たせる。 被保険者 男女

-
〜（

上
限
な
し）

月に数回昼食メニューを取入れ、写真、カロリ
ー、設定日を社内メールにて案内する。 食事（栄養）面からの健康志向に結びつく。 月１回　⇒　回数増加。 無

健康教室開催 健康に関する内容について、医師保健士による運動指導と講義。 被保険者 男女

-
〜（

上
限
な
し）

〔年４回計画〕
従業員全員が集まれる日を選定し、講義と運動
が短時間で行える内容に工夫。

専門家による指導。 参加率の向上。 無

健康診断事後フォ
ロー 産業医を含む、保険スタッフからの保健指導 被保険者 男女

-
〜（
上
限
な
し）
安全衛生委員会等を通じて、健康啓発を行うと
ともに、保健師等より、面談の要請を行う等の
フォロー実施により、面談実施率の向上を図る
。

専門家による指導。 実施率の向上。 無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 特定健診受診率(比較） 特定健診分析 被扶養者の受診率が低い。

被扶養者は、健診受診を必要と感じていないことが背景にあり、事業所と
健保組合の共同作戦が必要。

イ 特定健診　問診　喫煙状況 特定健診分析 喫煙者に対し、非喫煙者は多いが、40代男性の喫煙者が多いことから、今
後の医療費高騰の懸案材料となる思われるため、健康意識の働きかけが重
要になる。
４５歳以上は非喫煙者の方が多いが、４０～４５歳は拮抗。
禁煙チャレンジを健康経営目標として取組む。

ウ 診療区分別 医療費 医療費・患者数分析 入院外の比率が高いことから、対策が必要と思われる。

エ 診療区分別 医療費 医療費・患者数分析 入院外の比率が高いことから、対策が必要と思われる。
又、調剤２０％も高位である。

オ 年齢階層別 医療費 医療費・患者数分析 突出する４５～５９歳（生活習慣病危険ゾーン）対策が急務である。又、
３５～４４歳ゾーンも要注意。

カ 年齢階層別 医療費 医療費・患者数分析 ７０歳以上の高額は、ある程度必然。
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キ 年齢階層別 医療費 医療費・患者数分析 突出する４５～５９歳（生活習慣病危険ゾーン）対策が急務である。又、
３５～４４歳ゾーンも要注意。

ク 年齢階層別 医療費 医療費・患者数分析 突出する４５～５９歳（生活習慣病危険ゾーン）対策が急務である。又、
３５～４４歳ゾーンも要注意。

ケ 生活習慣病 有病者数 医療費・患者数分析 当健保組合の生活習慣病罹患は、３０歳代から高くなる傾向にあり、受診
を促す対策を行う必要があり、平成２７年度より人間ドック補助の対象年
齢を３０歳に引き下げた。
また、有病者数の割合は、高脂血症・高血圧症・糖尿病の３大疾病が占め
ていることから、生活習慣病に合わせた保健事業を考える必要がある。

コ 生活習慣病 有病者数 医療費・患者数分析 当健保組合の生活習慣病罹患は、３０歳代から高くなる傾向にあり、受診
を促す対策を行う必要があり、平成２７年度より人間ドック補助の対象年
齢を３０歳に引き下げた。
また、有病者数の割合は、高脂血症・高血圧症・糖尿病の３大疾病が占め
ていることから、生活習慣病に合わせた保健事業を考える必要がある。

サ 生活習慣病 医療費 医療費・患者数分析 当健保組合の生活習慣病罹患は、３０歳代から高くなる傾向にあり、受診
を促す対策を行う必要があり、平成２７年度より人間ドック補助の対象年
齢を３０歳に引き下げた。
また、有病者数の割合は、高脂血症・高血圧症・糖尿病の３大疾病が占め
ていることから、生活習慣病に合わせた保健事業を考える必要がある。

シ 生活習慣病 医療費 医療費・患者数分析 総医療費の大半を占める糖尿病・高血圧症・高脂血症の一日当たり医療費
の占める割合からみて、罹患者数の多さを推測できる。
また、一日当たり医療費の約半分を人工透析が占めることから、重症化予
防の重要さが見て取れる。

ス 悪性新生物 有病者数 医療費・患者数分析 悪性新生物の有病者数も生活習慣病と同じように30歳を境に、急激に増え
ている。
当組合の保健事業の自己採集のがん検診と乳がん検診は、加入者への周知
・徹底がなされれば、大きな効果が期待できると思われる。
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セ 悪性新生物 有病者数 医療費・患者数分析 悪性新生物の有病者数も生活習慣病と同じように30歳を境に、急激に増え
ている。
当組合の保健事業の自己採集のがん検診と乳がん検診は、加入者への周知
・徹底がなされれば、大きな効果が期待できると思われる。

ソ 悪性新生物 医療費 医療費・患者数分析 当健保組合の悪性新生物のうち、総医療費の大部分を占める疾病に対し、
早期発見・治療の観点から、自己採集のがん検診と乳がん検診又、人間ド
ック利用補助の保健事業を実施している。

タ 悪性新生物 医療費 医療費・患者数分析 当健保組合の悪性新生物のうち、総医療費の大部分を占める疾病に対し、
早期発見・治療の観点から、自己採集のがん検診と乳がん検診又、人間ド
ック利用補助の保健事業を実施している。

チ メンタル系疾患 有病者数 医療費・患者数分析 メンタル疾患有病者の年代分布は、若年層と中年層（働き盛り）に多い。

ツ メンタル系疾患 有病者数 医療費・患者数分析 メンタル疾患有病者数の68％は「神経症・ストレス障害」と「気分[感情]障
害」である。

テ メンタル系疾患 医療費 医療費・患者数分析 メンタル医療費総額は「気分[感情]障害」と「統合失調症」で全体の70％を
占めている。

ト メンタル系疾患 医療費 医療費・患者数分析 1日当たり医療費は「精神作用物質障害」と「統合失調症、妄想障害」で、
全体の60％を占めている。
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ナ 保健事業実績 その他 人間ドック 24.9%
インフルエンザ予防接種 43.5%
乳がん検診 5.5%
禁煙チャレンジ 0.1%
メンタルサポート 4.8%
宿泊利用補助 16.1%

ニ 保健事業実績 がん検診 その他 子宮頸がん検診 17.1%
肺がん検診 16.1%
大腸がん検診 19.3%
ピロリ菌検査 16.1%
前立腺がん検診 16.6%

ヌ 後発医療品の使用割合 後発医薬品分析 当組合と全組合集計の使用割合は、ほぼ同じである。
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特定健診受診率　全体集計比較

ア
組合

年齢区分 合計 被保険者 被扶養者 合計 被保険者 被扶養者 合計 被保険者 被扶養者
30～34歳 - - - - - - - - -
35～39歳 - - - - - - - - -

40歳未満合計 - - - - - - - - -

40～44歳 74.3% 97.6% 20.0% 0.0% 0.0% - - - -
45～49歳 72.0% 96.8% 23.4% 0.0% 0.0% 0.0% - - -
50～54歳 76.3% 96.3% 28.9% 0.0% 0.0% 0.0% - - -
55～59歳 76.5% 93.4% 28.4% 42.4% 75.0% 37.9% - - -
60～64歳 70.8% 89.3% 31.5% 52.7% 59.0% 43.1% - - -
65～69歳 52.5% 90.9% 33.8% 42.7% 44.6% 35.3% - - -
70～74歳 45.3% 50.0% 45.1% 0.0% 0.0% 0.0% - - -
75歳以上 - - - - - - - - -

40歳以上合計 73.6% 95.7% 26.3% 45.5% 51.3% 37.1% - - -

全組合集計

年齢区分 合計 被保険者 被扶養者 合計 被保険者 被扶養者 合計 被保険者 被扶養者
30～34歳 16.1% 18.3% 6.7% 7.4% 11.5% 2.4% - - -
35～39歳 28.3% 32.6% 15.5% 13.8% 18.2% 7.1% - - -

40歳未満合計 22.6% 25.7% 12.0% 10.4% 14.8% 4.4% - - -

40～44歳 74.6% 87.2% 41.4% 40.6% 47.2% 24.7% - - -
45～49歳 75.3% 87.8% 43.3% 41.0% 45.6% 31.5% - - -
50～54歳 76.2% 88.2% 45.2% 44.2% 49.2% 39.3% - - -
55～59歳 76.2% 88.0% 44.7% 45.9% 53.2% 42.5% - - -
60～64歳 74.4% 86.5% 40.3% 51.6% 57.7% 42.3% - - -
65～69歳 60.1% 78.9% 32.0% 51.8% 56.2% 39.0% - - -
70～74歳 38.2% 65.7% 24.8% 41.4% 46.0% 29.9% - - -
75歳以上 - - - - - - - - -

40歳以上合計 74.5% 87.3% 42.1% 49.6% 55.3% 40.5% - - -

強制

任継

任継

特退

特退

健診実施年度
2015

比較
全組合計

強制
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特定健診問診回答

イ
問診： 8.現在、たばこを習慣的に吸っている

１．はい ２．いいえ １．はい ２．いいえ

年齢区分 人数 人数 人数 人数
40～44歳 365 362 15 135
45～49歳 320 377 11 167
50～54歳 348 453 16 154
55～59歳 178 313 7 101
60～64歳 55 110 1 38
65～69歳 7 24 1 21
70～74歳 0 3 0 21

75歳以上 0 0 0 0

男性 女性

特定健診年度 集計対象
2015 強制

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

年齢区分

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上

特定健診問診回答 喫煙状況

女性２．いいえ 女性１．はい 男性２．いいえ 男性１．はい
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診療区分別 医療費

診療年月 集計対象 男女 本人家族

201601～201612 強制任継 男女計 本人家族計

診療年月201601～201612 医療費総額 1人当たり医療費 割合医科・入院 554,650,280 41,008 29.0%医科・入院外 738,489,060 54,600 38.7%歯科・入院 2,985,110 221 0.2%歯科・入院外 218,855,580 16,181 11.5%調剤 394,801,180 29,190 20.7%診療区分　計 1,909,781,210 141,200 100.0%

ウ

診療年月 強制任継

201601～201612 割合

医科・入院 29.0%

医科・入院外 38.7%

歯科・入院 0.2%

歯科・入院外 11.5%

調剤 20.7%

診療区分　計 100.0%

診療区分別 医療費

診療区分別 医療費

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

千
円

 

診療区分別 医療費  医療費総額 
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診療区分別 医療費

診療年月 集計対象 男女 本人家族

201601～201612 強制任継 男女計 本人家族計

診療年月201601～201612 医療費総額 1人当たり医療費 割合医科・入院 554,650,280 41,008 29.0%医科・入院外 738,489,060 54,600 38.7%歯科・入院 2,985,110 221 0.2%歯科・入院外 218,855,580 16,181 11.5%調剤 394,801,180 29,190 20.7%診療区分　計 1,909,781,210 141,200 100.0%

エ

診療年月 強制任継

201601～201612 割合

医科・入院 29.0%

医科・入院外 38.7%

歯科・入院 0.2%

歯科・入院外 11.5%

調剤 20.7%

診療区分　計 100.0%

診療区分別 医療費

診療区分別 医療費

医科・入院, 
29.0% 

医科・入院外, 
38.7% 

歯科・入

院, 0.2% 

歯科・入院外, 
11.5% 

調剤, 20.7% 

診療区分別 医療費  

医科・入院 医科・入院外 歯科・入院 歯科・入院外 調剤 
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年齢階層別 医療費
診療年月 集計対象 診療区分 男女 本人家族

201601～201612 強制任継 診療区分計 男女計 本人家族計
オ

年齢階層別 医療費 医療費総額

0-4歳 248,842,400

5-9歳 137,163,830

10-14歳 124,229,430

15-19歳 76,136,180

20-24歳 53,888,180

25-29歳 86,367,230

30-34歳 74,899,730

35-39歳 128,208,470

40-44歳 122,240,440

45-49歳 202,035,180

50-54歳 229,748,160

55-59歳 196,379,030

60-64歳 109,051,650

65-69歳 70,771,860

70-74歳 48,836,190

75歳以上 983,250

合計 1,909,781,210

年齢階層別 医療費 日数

0-4歳 36,227

5-9歳 24,682

10-14歳 15,920

15-19歳 11,032

20-24歳 6,548

25-29歳 8,367

30-34歳 10,472

35-39歳 14,604

40-44歳 14,183

45-49歳 18,616

50-54歳 24,781

55-59歳 18,910

60-64歳 10,975

65-69歳 5,492

70-74歳 3,200

75歳以上 42

合計 224,051

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000千円

年齢階層別 医療費 医療費総額
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年齢階層別 医療費
診療年月 集計対象 診療区分 男女 本人家族

201601～201612 強制 診療区分計 男女計 本人家族計
カ

年齢階層別 医療費 1人当たり
医療費

0-4歳 222,611
5-9歳 117,805

10-14歳 105,421
15-19歳 63,819
20-24歳 72,970
25-29歳 116,950
30-34歳 79,815
35-39歳 103,729
40-44歳 102,809
45-49歳 163,558
50-54歳 179,819
55-59歳 228,747
60-64歳 258,518
65-69歳 394,089
70-74歳 853,034
75歳以上 786,600

合計 141,200

0-4歳 8,868
5-9歳 7,799

10-14歳 5,562
15-19歳 4,383
20-24歳 2,382
25-29歳 2,883
30-34歳 3,747
35-39歳 5,201
40-44歳 5,044
45-49歳 6,226
50-54歳 7,619
55-59歳 5,735
60-64歳 3,223
65-69歳 1,486
70-74歳 565
75歳以上 8

合計 70,731

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

年齢階層別 医療費 1人当たり医療費
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年齢階層別 医療費

診療年月 集計対象 診療区分 男女 本人家族
201601～201612 強制 診療区分計 男女計 本人家族計

キ

年齢階層別 医療費 日数

0-4歳 36,227
5-9歳 24,682

10-14歳 15,920
15-19歳 11,032
20-24歳 6,548
25-29歳 8,367
30-34歳 10,472
35-39歳 14,604
40-44歳 14,183
45-49歳 18,616
50-54歳 24,781
55-59歳 18,910
60-64歳 10,975
65-69歳 5,492
70-74歳 3,200
75歳以上 42

合計 224,051

年齢階層別 医療費

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

年齢階層別 医療費 日数
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年齢階層別 医療費

診療年月 集計対象 診療区分 男女 本人家族
201601～201612 強制 診療区分計 男女計 本人家族計

ク

年齢階層別 医療費 受診者数

0-4歳 8,868
5-9歳 7,799

10-14歳 5,562
15-19歳 4,383
20-24歳 2,382
25-29歳 2,883
30-34歳 3,747
35-39歳 5,201
40-44歳 5,044
45-49歳 6,226
50-54歳 7,619
55-59歳 5,735
60-64歳 3,223
65-69歳 1,486
70-74歳 565
75歳以上 8

合計 70,731

年齢階層別 医療費

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

年齢階層別 医療費 受診者数
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生活習慣病 有病者数
診療年月 診療区分 男女 本人家族

201601～201612 医科計 男女計 本人家族計

人数 0歳～4歳 5歳～9歳 10歳～14歳 15歳～19歳 20～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳～69歳 70歳～74歳 75歳以上 合計糖尿病 0 8 15 19 26 40 55 85 124 197 248 231 161 86 36 2 1,333脳血管障害 1 2 5 9 8 3 9 19 16 29 36 26 33 19 14 0 229虚血性心疾患 0 0 2 11 10 12 16 23 28 61 61 64 47 32 16 0 383動脈閉塞 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0高血圧症 0 1 1 5 5 17 15 45 85 163 323 296 211 129 41 4 1,341高尿酸血症 0 2 2 4 4 15 25 34 49 69 100 96 56 23 8 0 487高脂血症 2 5 9 16 18 34 67 128 175 243 379 307 202 106 42 3 1,736肝機能障害 0 2 5 5 10 13 21 33 50 59 83 69 33 14 7 0 404高血圧性腎臓障害 0 0 1 0 0 0 0 0 2 0 1 1 1 0 1 0 7人工透析 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 0 3

ケ

合計
高脂血症 1,736
高血圧症 1,341
糖尿病 1,333
高尿酸血症 487
肝機能障害 404
虚血性心疾患 383
脳血管障害 229
高血圧性腎臓障害 7
人工透析 3
動脈閉塞 0

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

生活習慣病 有病者数 
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生活習慣病 有病者数
診療年月 診療区分 男女 本人家族

201601～201612 医科計 男女計 本人家族計

人数 0歳～4歳 5歳～9歳 10歳～14歳 15歳～19歳 20～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳～69歳 70歳～74歳 75歳以上 合計糖尿病 0 8 15 19 26 40 55 85 124 197 248 231 161 86 36 2 1,333脳血管障害 1 2 5 9 8 3 9 19 16 29 36 26 33 19 14 0 229虚血性心疾患 0 0 2 11 10 12 16 23 28 61 61 64 47 32 16 0 383動脈閉塞 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0高血圧症 0 1 1 5 5 17 15 45 85 163 323 296 211 129 41 4 1,341高尿酸血症 0 2 2 4 4 15 25 34 49 69 100 96 56 23 8 0 487高脂血症 2 5 9 16 18 34 67 128 175 243 379 307 202 106 42 3 1,736肝機能障害 0 2 5 5 10 13 21 33 50 59 83 69 33 14 7 0 404高血圧性腎臓障害 0 0 1 0 0 0 0 0 2 0 1 1 1 0 1 0 7人工透析 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 0 3

コ

合計
高脂血症 1,736
高血圧症 1,341
糖尿病 1,333
高尿酸血症 487
肝機能障害 404
虚血性心疾患 383
脳血管障害 229
高血圧性腎臓障害 7
人工透析 3
動脈閉塞 0

高脂血症 
29.3% 

高血圧症 
22.6% 

糖尿病 
22.5% 

高尿酸血症 
8.2% 

肝機能障害 
6.8% 

虚血性心疾患 
6.5% 

脳血管障害 
3.9% 

高血圧性腎臓

障害 
0.1% 

人工透析 
0.1% 

動脈閉塞 
0.0% 

生活習慣病 有病者数 割合 
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生活習慣病 医療費
診療年月 集計対象 診療区分 男女 本人家族

201601～201612 強制 医科計 男女計 本人家族計

生活習慣病 医療費 医療費総額 生活習慣病 医療費 1日当たり 医療費高血圧症 59,225,040 人工透析 29,282糖尿病 49,325,870 脳血管障害 7,423高脂血症 38,096,830 糖尿病 5,962虚血性心疾患 12,064,910 虚血性心疾患 5,568人工透析 9,399,390 高血圧症 4,889脳血管障害 8,677,440 高脂血症 3,295高尿酸血症 4,711,610 高尿酸血症 1,364肝機能障害 1,683,480 肝機能障害 746高血圧性腎臓障害 10,270 高血圧性腎臓障害 194動脈閉塞 0 動脈閉塞 0

サ

高血圧症 
32.3% 

糖尿病 
26.9% 

高脂血症 
20.8% 

虚血性心疾患 
6.6% 

人工透析 
5.1% 

脳血管障害 
4.7% 

高尿酸血症 
2.6% 

肝機能障害 
0.9% 高血圧性腎臓

障害 
0.0% 

動脈閉塞 
0.0% 

医療費総額 
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生活習慣病 医療費
診療年月 集計対象 診療区分 男女 本人家族

201601～201612 強制 医科計 男女計 本人家族計

生活習慣病 医療費 医療費総額 生活習慣病 医療費 1日当たり 医療費高血圧症 59,225,040 人工透析 29,282糖尿病 49,325,870 脳血管障害 7,423高脂血症 38,096,830 糖尿病 5,962虚血性心疾患 12,064,910 虚血性心疾患 5,568人工透析 9,399,390 高血圧症 4,889脳血管障害 8,677,440 高脂血症 3,295高尿酸血症 4,711,610 高尿酸血症 1,364肝機能障害 1,683,480 肝機能障害 746高血圧性腎臓障害 10,270 高血圧性腎臓障害 194動脈閉塞 0 動脈閉塞 0

シ

人工透析 
49.9% 

脳血管障害 
12.6% 

糖尿病 
10.2% 

虚血性心疾患 
9.5% 

高血圧症 
8.3% 

高脂血症 
5.6% 

高尿酸血症 
2.3% 

肝機能障害 
1.3% 

高血圧性腎臓

障害 
0.3% 

動脈閉塞 
0.0% 

1日当たり医療費 
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悪性新生物 有病者数
診療年月 診療区分 男女 本人家族

201601～201612 医科計 男女計 本人家族計

人数 0歳～4歳 5歳～9歳 10歳～14歳 15歳～19歳 20～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳～69歳 70歳～74歳 75歳以上 合計口唇・口腔・咽頭 0 1 0 0 0 1 0 0 2 1 2 1 0 0 0 0 8消化器 0 1 1 4 10 20 35 71 71 103 139 101 91 48 15 0 710呼吸器・胸腔内臓器 0 1 1 3 1 7 11 13 14 21 36 32 23 9 4 0 176骨・関節軟骨 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2皮膚 0 0 0 1 0 3 1 0 1 5 3 5 1 0 0 0 20中皮・軟部組織 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1乳房 0 0 0 1 0 3 9 12 13 27 35 22 8 3 2 0 135女性生殖器 0 0 0 2 3 11 5 12 26 41 41 15 6 4 4 0 170男性生殖器 0 0 0 0 0 0 1 3 2 8 15 28 34 14 3 0 108腎尿路 0 0 0 2 0 1 2 9 5 11 15 18 6 8 2 0 79眼、脳、中枢神経 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 3 0 0 0 0 5甲状腺・内分泌腺 0 1 0 0 1 2 3 6 2 4 7 5 2 4 0 0 37

ス

人数 合計

消化器 710

呼吸器・胸腔内臓器 176

女性生殖器 170

乳房 135

男性生殖器 108

腎尿路 79

甲状腺・内分泌腺 37

皮膚 20

口唇・口腔・咽頭 8

眼、脳、中枢神経 5

骨・関節軟骨 2

中皮・軟部組織 1

0
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150

200

250

300

350

悪性新生物 有病者数 
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悪性新生物 有病者数
診療年月 診療区分 男女 本人家族

201601～201612 医科計 男女計 本人家族計

人数 0歳～4歳 5歳～9歳 10歳～14歳 15歳～19歳 20～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳～69歳 70歳～74歳 75歳以上 合計口唇・口腔・咽頭 0 1 0 0 0 1 0 0 2 1 2 1 0 0 0 0 8消化器 0 1 1 4 10 20 35 71 71 103 139 101 91 48 15 0 710呼吸器・胸腔内臓器 0 1 1 3 1 7 11 13 14 21 36 32 23 9 4 0 176骨・関節軟骨 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2皮膚 0 0 0 1 0 3 1 0 1 5 3 5 1 0 0 0 20中皮・軟部組織 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1乳房 0 0 0 1 0 3 9 12 13 27 35 22 8 3 2 0 135女性生殖器 0 0 0 2 3 11 5 12 26 41 41 15 6 4 4 0 170男性生殖器 0 0 0 0 0 0 1 3 2 8 15 28 34 14 3 0 108腎尿路 0 0 0 2 0 1 2 9 5 11 15 18 6 8 2 0 79眼、脳、中枢神経 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 3 0 0 0 0 5甲状腺・内分泌腺 0 1 0 0 1 2 3 6 2 4 7 5 2 4 0 0 37
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皮膚 20
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0.1% 

悪性新生物 有病者数 割合 
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悪性新生物 医療費
診療年月 集計対象 診療区分 男女 本人家族

201601～201612 強制 医科計 男女計 本人家族計

医療費総額 1日当たり 医療費消化器 48,968,610 皮膚 70,945皮膚 15,537,000 眼、脳・中枢神経 57,565骨・関節軟骨 10,461,990 骨・関節軟骨 55,354女性生殖器 9,344,650 口唇、口腔、咽頭 18,427乳房 9,026,790 乳房 17,096呼吸器・胸腔内臓器 8,524,110 腎尿路 16,502眼、脳・中枢神経 6,850,280 消化器 14,570腎尿路 5,165,140 女性生殖器 12,312男性生殖器 2,588,090 呼吸器・胸腔内臓器 9,665甲状腺・内分泌腺 1,087,070 男性生殖器 7,612口唇、口腔、咽頭 552,810 甲状腺・内分泌腺 7,152中皮・軟部組織 21,530 中皮・軟部組織 5,383
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悪性新生物 医療費
診療年月 集計対象 診療区分 男女 本人家族

201601～201612 強制 医科計 男女計 本人家族計

医療費総額 1日当たり 医療費消化器 48,968,610 皮膚 70,945皮膚 15,537,000 眼、脳・中枢神経 57,565骨・関節軟骨 10,461,990 骨・関節軟骨 55,354女性生殖器 9,344,650 口唇、口腔、咽頭 18,427乳房 9,026,790 乳房 17,096呼吸器・胸腔内臓器 8,524,110 腎尿路 16,502眼、脳・中枢神経 6,850,280 消化器 14,570腎尿路 5,165,140 女性生殖器 12,312男性生殖器 2,588,090 呼吸器・胸腔内臓器 9,665甲状腺・内分泌腺 1,087,070 男性生殖器 7,612口唇、口腔、咽頭 552,810 甲状腺・内分泌腺 7,152中皮・軟部組織 21,530 中皮・軟部組織 5,383
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メンタル系疾患 有病者数
診療年月 診療区分 男女 本人家族

201601～201612 医科計 男女計 本人家族計

人数 0歳～4歳 5歳～9歳 10歳～14歳 15歳～19歳 20～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳～69歳 70歳～74歳 75歳以上 合計血管性、詳細不明の認知症 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 3 0 5神経作用物質障害 0 0 0 1 4 5 4 10 4 6 8 7 4 1 0 0 54統合失調症、妄想障害 1 4 4 15 13 14 11 8 12 20 12 6 4 2 3 0 129気分[感情]障害 0 1 6 19 13 25 34 39 54 62 60 46 29 9 4 0 401神経症、ストレス障害 11 20 31 43 32 34 43 61 62 88 88 71 40 19 11 2 656知的障害<精神遅滞> 5 11 11 12 5 5 1 1 0 1 1 0 0 0 0 0 53他の精神、行動障害 35 83 36 22 16 10 9 13 4 6 14 2 4 2 1 0 257

チ

合計

神経症、ストレス障害 656

気分[感情]障害 401

他の精神、行動障害 257

統合失調症、妄想障害 129

神経作用物質障害 54

知的障害<精神遅滞> 53

血管性、詳細不明の認知症 5
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メンタル系疾患 有病者数
診療年月 診療区分 男女 本人家族

201601～201612 医科計 男女計 本人家族計

人数 0歳～4歳 5歳～9歳 10歳～14歳 15歳～19歳 20～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳～69歳 70歳～74歳 75歳以上 合計血管性、詳細不明の認知症 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 3 0 5神経作用物質障害 0 0 0 1 4 5 4 10 4 6 8 7 4 1 0 0 54統合失調症、妄想障害 1 4 4 15 13 14 11 8 12 20 12 6 4 2 3 0 129気分[感情]障害 0 1 6 19 13 25 34 39 54 62 60 46 29 9 4 0 401神経症、ストレス障害 11 20 31 43 32 34 43 61 62 88 88 71 40 19 11 2 656知的障害<精神遅滞> 5 11 11 12 5 5 1 1 0 1 1 0 0 0 0 0 53他の精神、行動障害 35 83 36 22 16 10 9 13 4 6 14 2 4 2 1 0 257
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知的障害<精神遅滞> 53

血管性、詳細不明の認知症 5

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

メンタル系疾患 有病者数 

神経症、ストレ

ス障害 
42.2% 

気分[感情]障

害 
25.8% 

他の精神、行

動障害 
16.5% 

統合失調症、

妄想障害 
8.3% 

神経作用物質

障害 
3.5% 

知的障害<精

神遅滞> 
3.4% 

血管性、詳細

不明の認知症 
0.3% 

メンタル計疾患 有病者数 割合 
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メンタル系疾患 医療費

診療年月 集計対象 診療区分 男女 本人家族

201601～201612 強制 医科計 男女計 本人家族計

医療費総額 1日当たり 医療費気分[感情]障害 27,724,350 精神作用物質障害 10,495統合失調症、妄想障害 19,859,810 統合失調症、妄想障害 5,560他の精神、行動障害 10,079,000 気分[感情]障害 4,877神経症性、ストレス障害 7,305,550 他の精神、行動障害 3,339精神作用物質障害 2,875,730 神経症性、ストレス障害 1,309知的障害<精神遅滞> 275,710 知的障害<精神遅滞> 460血管性、詳細不明の認知症 76,210 血管性、詳細不明の認知症 333
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メンタル系疾患 医療費

診療年月 集計対象 診療区分 男女 本人家族

201601～201612 強制 医科計 男女計 本人家族計

医療費総額 1日当たり 医療費気分[感情]障害 27,724,350 精神作用物質障害 10,495統合失調症、妄想障害 19,859,810 統合失調症、妄想障害 5,560他の精神、行動障害 10,079,000 気分[感情]障害 4,877神経症性、ストレス障害 7,305,550 他の精神、行動障害 3,339精神作用物質障害 2,875,730 神経症性、ストレス障害 1,309知的障害<精神遅滞> 275,710 知的障害<精神遅滞> 460血管性、詳細不明の認知症 76,210 血管性、詳細不明の認知症 333
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平成２８年度
利用割合 対象者 実施人数人間ドック 24.9% 7,283 1,815インフルエンザ予防接種 43.5% 13,362 5,812乳がん検診 5.5% 2,652 147禁煙チャレンジ 0.1% 5,687 3メンタルサポート 4.8% 21 1宿泊利用補助 16.1% 13,362 2,153
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平成２８年度
受診率 対象者 実施人数 受診率子宮頸がん検診 17.1% 15,525 2,649 17.1%肺がん検診 16.1% 45,311 7,309 16.1%大腸がん検診 19.3% 37,780 7,309 19.3%ピロリ菌検査 16.1% 45,465 7,309 16.1%前立腺がん検診 16.6% 28,129 4,660 16.6%
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調剤医療費と後発医薬品使用率 全体集計比較

診療年月 集計対象 比較

201701 強制 全組合計

後発医療品の使用割合

調剤医療費と後発医薬品使用率 全体集計比較

比較対象

後発医療品の使用割合
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1 被扶養者の受診率が低い。  事業所と協働し、被扶養者の特定健診受診率を高める工夫を検討。 
2 喫煙率は年々減少の傾向にあるが、40〜50歳代前半男性の喫煙率が高い。  事業所と協働し、更に禁煙の重要性を発信していく。

3 医療費抑制に繋げる為、健診等を促す対策を行う必要がある。  事業所と協働し、更に健診の重要性を発信。
事業所と協働し、特定保健指導実施率向上施策に取組む。 

4 生活習慣病罹患は、３０歳代から急激に高くなる傾向にある。  事業所と協働し、更に人間ドック受診の重要性を発信。 

5
悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増えている。  申し込み案内書を直接自宅へ送付している為、実施率向上

の傾向にあるが、更に健診の重要性を発信していく。
精検判定者の受診率向上策の検討。

6
被保険者のメンタル疾患は、神経症・ストレス障害と気分[感情]障害である
。
職場や私生活の変化が激しい３０歳代から５５歳未満までの年代で高くなっ
ている。

 メンタルサポート事業の強化、拡大による対策の検討。

7

人間ドック 
インフルエンザ予防接種 
乳がん検診 
禁煙チャレンジ 
メンタルサポート 
受診率、利用率向上の工夫が必要。

 人間ドック 
インフルエンザ予防接種 
乳がん検診 
禁煙チャレンジ 
メンタルサポート 
受診、利用促進対策の検討。⇒各事業所毎の目標管理実施。

8
各種がん検診受診率が低い。  がん検診申込み案内書を直接自宅へ送付している為、実施率は向上傾向

にあるが、更に健診の重要性を発信し、健診受診率の向上を図る。又、
精検判定者の受診率向上策も検討する。⇒各事業所毎の目標管理実施。

9 当組合と全組合集計の使用割合は、ほぼ同じである。  更なる後発医薬品の使用促進に取り組んでいく。⇒各事業所毎の目標管
理実施。

10 被扶養者の特定健診受診率が低い為、保健指導実施率も上がらない。  被扶養者に対する受診促進対策に取り組んでいく。⇒各事業所毎の目標
管理実施。 

11 医療機関への新規及び継続受診の促進が必要。  健康診断の結果から重症化の危険性が高いと思われる対象者へ受診勧奨
通知を作成・送付し、受診を促していく。 

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 当健保組合は、事業主の拠点が全国にあり、加入者も全国に点在している。
当健保組合には、専属の医療専門職が不在。  加入者が全国に点在する当健保組合では、事業主との協働が重要であり、保健事業内容

の周知と理解を求めることが必要。
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保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 当健保組合では、ホームページ、組合会、担当者研修会等に於いて、保健事業の内容を説明
しており、多くの加入者の方に利用していただくよう務めている。  医療費や疾病等の分析により、さらに多くの加入者が利用出来て、医療費削減に繋がる

ような事業にしていく。
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　予算措置なし 　健康経営目標管理
加入者への意識づけ
　予算措置なし 　健康情報提供
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　健康保険新聞
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　健康管理対策推進
　保健指導宣伝 　健康保険研修会
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品使用促進
　保健指導宣伝 　受診率向上のため冊子及び通知
　保健指導宣伝 　受診勧奨通知
　保健指導宣伝 　医療費適正化の啓蒙促進
　疾病予防 　人間ドック利用補助
　疾病予防 　乳がん検診
　疾病予防 　子宮頸がん検診
　疾病予防 　大腸がん検診
　疾病予防 　肺がん検診
　疾病予防 　前立腺がん検診
　疾病予防 　ピロリ菌検査
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　疾病予防 　禁煙チャレンジ
　疾病予防 　メンタルサポート
　疾病予防 　歯周病検査
　予算措置なし 　保健指導用の視聴覚教材
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
コラボヘルス（予防・健康づくり）の取り組みを活性化し、加入者の健康増進を図る。
被扶養者の特定健診受診率向上に向けて、健保組合と事業所が協働して取り組みを強化する。

事業全体の目標
健康寿命の延伸と医療費の低減。
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職場環境の整備
予
算
措
置
な
し

1 既
存

健康経営目標
管理 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ケ,シ

加入全事業所共通した重症化予防健康管理
８項目について、各事業所毎に目標を設定
し、管理する。

ア
各事業所と健保組合
がコラボして取組む
。

外部委託しない 0 継続 加入者全員の健康を維持し、医療費抑制を
図る。

医療費抑制に繋げる為、健診等を促す対策を
行う必要がある。

全事業所共通取組み８項目達成率(【実績値】-　【目標値】令和4年度：80％)共通取組み８項目＝人間ドック受診率・がん検診受診率・特定健診受診率・インフルエンザ予
報接種率・定期健康診断再診受診率・生活習慣病有病率・喫煙者率・ジェネリック医薬品使用比率

医療費低減に結び付けるが、具体的数値の把握が困難な為。
(アウトカムは設定されていません)

加入者への意識づけ
予
算
措
置
な
し

2 既
存 健康情報提供 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ シ 当組合ホームページにタイムリーな情報の

提供を実施する。 ス - 外部委託しない 0 継続 健康情報の共有。 該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

情報提供の実施(【実績値】100％　【目標値】令和4年度：100％)- 加入者の意識変容は測定困難な為。
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 既
存 特定健康診査 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ イ,オ,ク,ケ

,コ,シ
事業所所属被保険者は、事業主負担の法定
健診、任意継続被保険者及び被扶養者には
受診券を発行し無料にて健診を実施。

ア,イ,ウ,キ
,コ

（被扶養者）全国の
Ａ・Ｂ契約受診医療
機関にて受診。

外部委託しない 19,733 継続 生活習慣病に起因する重症化予防。 被扶養者の受診率が低い。

受診券案内送付率(【実績値】100％　【目標値】令和4年度：100％)被保険者（任継）及び被扶養者への受診券送付率100％。
事業所と協働し、受診を推奨。 特定健診実施率(【実績値】20.0％　【目標値】令和4年度：70％)被保険者（任継）及び被扶養者の特定健診実施率の向上。

特
定
保
健
指
導
事
業

4 既
存 特定保健指導 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 １ オ,ク,ケ,コ 保健師による面談、その他運動・食事等の

指導。 ア,イ,ウ,コ 外部専門業者に委託
。

ＳＯＭＰＯヘルスサ
ポート株式会社 36,975 継続

メタボリックシンドローム該当者、予備軍
の減少。
被扶養者の指導実施率の向上。

被扶養者の特定健診受診率が低い為、保健指
導実施率も上がらない。

実施体制の強化(【実績値】2社　【目標値】令和4年度：21社)指導対象事業所の拡大。（被扶養者含む） 特定保健指導実施率(【実績値】29.7％　【目標値】令和4年度：45％)特定保健指導実施率の向上。
保
健
指
導
宣
伝

5 既
存 健康保険新聞 全て 男女

18
〜
74

基準該
当者 １ シ

健康保険組合連合会発行の「すこやか健保
」を組合会理事・議員・各事業所健康保険
担当部課長に毎月送付。

ア - 外部委託しない 38 継続 情報の共有化を図る。 該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

健康管理の情報提供(【実績値】12回　【目標値】令和4年度：12回)健康管理の情報提供 設定困難な為。
(アウトカムは設定されていません)

2 既
存 医療費通知 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ イ,ウ

医療費実績を年２回（９月・翌３月）に被
保険者宛通知。
又、給付金支払対象者には、その都度毎月
送付。

ス
事業所を通じて配布
。但し、任意継続者
は自宅宛て直送。

外部委託しない 447 継続
医療費負担の構造や各人別実態を知ること
で、適正使用に繋げ、医療費適正化を図る
。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

医療費実態の把握(【実績値】2回　【目標値】令和4年度：2回)- 設定が困難な為。
(アウトカムは設定されていません)

1 既
存

健康管理対策
推進 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ シ

各事業所に健康管理事業推進委員を配置し
、全事業所共通した認識の下、各種保健事
業に取組む。

ア 年１回健康管理推進
委員会を開催。 外部委託しない 450 継続 保健事業推進に関わる様々な情報を共有し

、健康管理に役立てる。
医療費抑制に繋げる為、健診等を促す対策を
行う必要がある。

健康増進事業推進対策(【実績値】1回　【目標値】令和4年度：1回)対策委員会開催 設定が困難な為。
(アウトカムは設定されていません)

1 既
存

健康保険研修
会 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ シ 各事業所健康保険事務担当者を対象に研修

会を必要の都度実施。 ア,コ - 外部委託しない 800 継続 健保組合からの様々な情報を提供し、健康
管理に役立てる。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

事務担当者を対象に研修会(【実績値】-　【目標値】令和4年度：1回)- 設定になじまない。
(アウトカムは設定されていません)

7 既
存

ジェネリック
医薬品使用促
進

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ シ

ジェネリック医薬品普及率向上を目指し、
ホームページに掲載。又、被保険者の自宅
へジェネリック冊子と当組合の保健事業の
案内を送付。
被保険者証発行の際にジェネリックに関す
るリーフレットを同封。
さらに全加入者に差額通知を3ヶ月に一度送
付し、意識づけを行う。

ス - 株式会社 社会保険研
究所 - 継続 ジェネリック医薬品使用率の向上。 当組合と全組合集計の使用割合は、ほぼ同じ

である。

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

注2)
事業名

対象者 注3)
実施
主体

注4)
プロセス

分類
実施方法

注5)
ストラク

チャー
分類

実施体制 外部委託先 予算額
(千円) 実施計画 事業目標 健康課題との関連対象

事業所 性別 年
齢 対象者

アウトプット指標 アウトカム指標
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ＰＲ活動の強化(【実績値】12回　【目標値】令和4年度：4回)差額通知拡大 ジェネリック医薬品使用率(【実績値】69.3％　【目標値】令和4年度：80％)使用率のＵＰ

3,4 既
存

受診率向上の
ため冊子及び
通知

全て 男女
30
〜
74

加入者
全員 １ イ,ウ,エ,オ 特定健診・ガン検診への受診を促す事業。 キ,ス 受診を促す冊子、案

内を送付。 外部委託しない 1,391 継続 対象者への受診、早期発見・早期治療に繋
げる。

被扶養者の受診率が低い。
悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増
えている。
各種がん検診受診率が低い。

対象者への送付(【実績値】-　【目標値】令和4年度：100％)対象者あてに冊子、案内を送付。 対象者への受診率(【実績値】-　【目標値】令和4年度：20％)受診率のＵＰ

3,4 新
規 受診勧奨通知 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員 １ イ,オ,ク,ケ

健康診断(特定健診)結果にて糖尿病、高血圧
及び脂質異常を疑われる方のうち、未受診
者に対し受診勧奨通知を作成し、送付。

ス 年2回対象者に送付 外部委託しない 61 新規
生活習慣病を原因とした糖尿病による合併
症や心疾患、脳梗塞疾患などの重症化の予
防・早期発見・早期治療に繋げる。

医療費抑制に繋げる為、健診等を促す対策を
行う必要がある。

対象者への送付(【実績値】-　【目標値】令和4年度：100％)対象者宛に重症化予防受診勧奨通知を送付。 対象者への受診率(【実績値】-　【目標値】令和4年度：30％)受診率のＵＰ

2 新
規

医療費適正化
の啓蒙促進 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ケ 被保険者の自宅へ医療費適正化等の冊子等

を送付。 ス - 外部委託しない - 新規 冊子等を送付する事により医療費適正化へ
の意識づけを行う。

医療費抑制に繋げる為、健診等を促す対策を
行う必要がある。

対象者への送付(【実績値】-　【目標値】令和4年度：100％)被保険者の自宅へ医療費適正化等の冊子等を送付。 設定になじまない。
(アウトカムは設定されていません)

疾
病
予
防

3 既
存

人間ドック利
用補助 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 １ イ,シ

年度に一回限り、３０，０００円を限度に
補助。
平成31年度より補助額を以下に見直し。
30才台　１０，０００円
40才台　２０，０００円
50才以上３０，０００円

ア - 外部委託しない 46,570 継続 受診率を向上し、疾病の早期発見、重症化
の予防に繋げる。

生活習慣病罹患は、３０歳代から急激に高く
なる傾向にある。

人間ドックの利用促進(【実績値】1回　【目標値】令和4年度：1回)ＰＲ活動の強化 人間ドックの受診率(【実績値】23.9％　【目標値】令和4年度：45％)受診率を前年度比５％増加

3 既
存 乳がん検診 全て 女性

30
〜
74

基準該
当者 １ ウ

３０才以上の女子被保険者・被扶養者の希
望者を対象に、年１回に限り５，０００円
を限度に実費を補助。

ア - 外部委託しない 1,145 継続
事業所と共同で、健診の継続受診の重要性
について情報提供を行い、対象者の関心を
維持して継続的な受診と、早期発見・早期
治療に繋げる。

悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増
えている。

乳がん検診利用促進(【実績値】1回　【目標値】令和4年度：1回)３０歳到達の女性被保険者、女性被扶養者に対し、冊子を直送。 乳がん検診の受診率(【実績値】5.9％　【目標値】令和4年度：25％)受診率のＵＰ

3 既
存

子宮頸がん検
診 全て 女性

30
〜
74

基準該
当者 １ ウ 外部委託により希望者を対象に自己採取法

による ア 申込書を自宅へ直接
送付。

登録されていない事
業者に委託する 1,743 継続

事業所と共同で、健診の継続受診の重要性
について情報提供を行い、対象者の関心を
維持して継続的な受診と、早期発見・早期
治療に繋げる。

悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増
えている。
各種がん検診受診率が低い。

子宮頸がん検診利用促進(【実績値】1回　【目標値】令和4年度：1回)対象者あてに申込書を直送。 子宮頸がん検診の受診率(【実績値】17.6％　【目標値】令和4年度：35％)受診率のＵＰ

3 既
存 大腸がん検診 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 １ ウ 外部委託により希望者を対象に自己採取法

による ア 申込書を自宅へ直接
送付

登録されていない事
業者に委託する 4,183 継続

事業所と共同で、健診の重要性について情
報提供を行い、対象者の関心を維持して継
続的な受診と、早期発見・早期治療に繋げ
る。

悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増
えている。
各種がん検診受診率が低い。

大腸がん検診利用促進(【実績値】1回　【目標値】令和4年度：1回)対象者宛に申込書を直送。 大腸がん検診の受診率(【実績値】19.9％　【目標値】令和4年度：40％)受診率のＵＰ

3 既
存 肺がん検診 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 １ ウ 外部委託により希望者を対象に自己採取法

による ア 申込書を直接自宅へ
送付

登録されていない事
業者に委託する 5,633 継続

事業所と共同で、健診の重要性について情
報提供を行い、対象者の関心を維持して継
続的な受診と、早期発見・早期治療に繋げ
る。

悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増
えている。
各種がん検診受診率が低い。

肺がん検診利用促進(【実績値】1回　【目標値】令和4年度：1回)対象者宛に申込書を直送。 肺がん検診の受診率(【実績値】17.5％　【目標値】令和4年度：35％)受診率のＵＰ

3 既
存

前立腺がん検
診 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 １ ウ 外部委託により希望者を対象に自己採取法

による ア 申込書を直接自宅へ
送付

登録されていない事
業者に委託する 3,217 継続

事業所と共同で、健診の重要性について情
報提供を行い、対象者の関心を維持して継
続的な受診と、早期発見・早期治療に繋げ
る。

悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増
えている。
各種がん検診受診率が低い。

前立腺がん検診利用促進(【実績値】1回　【目標値】令和4年度：1回)対象者宛に申込書を直送。 前立腺がん検診の受診率(【実績値】18.5％　【目標値】令和4年度：35％)受診率のＵＰ

3 既
存 ピロリ菌検査 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 １ ウ 外部委託により希望者を対象に自己採取法

による ア 申込書を直接自宅へ
送付

登録されていない事
業者に委託する 4,057 継続

事業所と共同で、健診の重要性について情
報提供を行い、対象者の関心を維持して継
続的な受診と、早期発見・早期治療に繋げ
る。

悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増
えている。
各種がん検診受診率が低い。

ピロリ菌検査利用促進(【実績値】1回　【目標値】令和4年度：1回)対象者宛に申込書を直送。 ピロリ菌検査の受診率(【実績値】16.2％　【目標値】令和4年度：35％)受診率のＵＰ

3 既
存

インフルエン
ザ予防接種 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス 年度に一回限り３，０００円限度に実費を

補助。 ア - 外部委託しない 31,283 継続
事業所と共同で、インフルエンザの予防接
種の大切さ・関心度を高め、接種率の増加
に繋げる。

人間ドック 
インフルエンザ予防接種 
乳がん検診 
禁煙チャレンジ 
メンタルサポート 
受診率、利用率向上の工夫が必要。

インフルエンザ予防接種利用促進(【実績値】1回　【目標値】令和4年度：1回)ＰＲ活動の強化 インフルエンザ予防接種率(【実績値】43.0％　【目標値】令和4年度：65％)接種率ＵＰ

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

注2)
事業名

対象者 注3)
実施
主体

注4)
プロセス

分類
実施方法

注5)
ストラク

チャー
分類

実施体制 外部委託先 予算額
(千円) 実施計画 事業目標 健康課題との関連対象

事業所 性別 年
齢 対象者

アウトプット指標 アウトカム指標
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5 既
存

禁煙チャレン
ジ 全て 男女

20
〜
74

基準該
当者 １ ケ

医療機関での禁煙外来治療プログラムでの
禁煙成功者に対して、年度一回に限り禁煙
外来にかかった費用（自己負担分）の７割
を実費補助。

ア - 外部委託しない 420 継続 事業所と共同で、ＰＲ強化し、喫煙者の意
識改善を図っていく。

喫煙率は年々減少の傾向にあるが、40〜50歳
代前半男性の喫煙率が高い。
人間ドック 
インフルエンザ予防接種 
乳がん検診 
禁煙チャレンジ 
メンタルサポート 
受診率、利用率向上の工夫が必要。

ＰＲ活動強化(【実績値】1回　【目標値】令和4年度：1回)禁煙ポスター配布 禁煙チャレンジ(【実績値】7件　【目標値】令和4年度：40件)禁煙チャレンジ参加者のＵＰ

5 既
存

メンタルサポ
ート 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ シ

事業所主催でメンタルヘルスの研修会や講
演会等を開催した場合、費用（補助規程有
）の半額を実費補助。

コ - 外部委託しない 336 継続
事業所と共同でメンタルヘルスの大切さ、
関心度を高めて、加入者の心の健康を保つ
。

被保険者のメンタル疾患は、神経症・ストレ
ス障害と気分[感情]障害である。
職場や私生活の変化が激しい３０歳代から５
５歳未満までの年代で高くなっている。
人間ドック 
インフルエンザ予防接種 
乳がん検診 
禁煙チャレンジ 
メンタルサポート 
受診率、利用率向上の工夫が必要。

メンタルサポート利用推進(【実績値】0件　【目標値】令和4年度：4件)メンタルヘルスの重要性をＰＲし、利用件数ＵＰ 設定になじまない。
(アウトカムは設定されていません)

3 新
規 歯周病検査 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 １ ウ 外部委託により希望者を対象に自己採取法

による ア 申込書を自宅へ直接
送付

登録されていない事
業者に委託する 3,329 継続

事業所と共同で、健診の継続受診の重要性
について情報提供を行い、対象者の関心を
維持して継続的な受診と早期発見、早期治
療に繋げる。

該当なし

歯周病検査利用促進(【実績値】-　【目標値】令和4年度：1回)対象者宛に申込書を直送。 歯周病検査の受診率(【実績値】-　【目標値】令和4年度：25％)受診率のＵＰ
予
算
措
置
な
し

2 既
存

保健指導用の
視聴覚教材 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ シ 保健指導用のビデオテープの貸し出し。 コ - 外部委託しない 0 継続 健保組合から様々な情報を事業所へ提供し

、健康管理に役立てる。
該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

視聴覚教材の利用(【実績値】-　【目標値】令和4年度：1件)利用のＵＰ
ＰＲの強化

設定になじまない。
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) 事業名の後に「*」がついている事業は共同事業を指しています。
注３) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注４) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報作成又は情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注５) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

注2)
事業名

対象者 注3)
実施
主体

注4)
プロセス

分類
実施方法

注5)
ストラク

チャー
分類

実施体制 外部委託先 予算額
(千円) 実施計画 事業目標 健康課題との関連対象

事業所 性別 年
齢 対象者

アウトプット指標 アウトカム指標
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STEP４-１ 事業報告
事業の一覧
職場環境の整備

1 健康経営目標管理
加入者への意識づけ

1 健康情報提供
個別の事業

1 特定健康診査
2 特定保健指導
3 健康保険新聞
4 医療費通知
5 健康管理対策推進
6 健康保険研修会
7 ジェネリック医薬品使用促進
8 人間ドック利用補助
9 乳がん検診

10 子宮頸がん検診
11 大腸がん検診
12 肺がん検診
13 前立腺がん検診
14 ピロリ菌検査
15 インフルエンザ予防接種
16 禁煙チャレンジ
17 メンタルサポート
18 保健指導用の視聴覚教材
19 受診率向上のため冊子及び通知
20 歯周病検査
21 受診勧奨通知
22 医療費適正化の啓蒙促進
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健康経営目標管理

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

【 保健事業の基盤 】職場環境の整備
1 事業名

健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 1-ウ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 (予算措置なし) 新規・既存区分 既存

実
績 1-ウ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 ケ,シ 実施方法 計

画
加入全事業所共通した重症化予防健康管理８項目について、各事業所毎に目標を設定し、管理
する。 予算額 0千円

実
績 ケ,シ 実

績
加入全事業所共通した重症化予防健康管理８項目について、各事業所毎に目標を設定し、管理
する。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 各事業所と健保組合がコラボして取組む。 決算額 0 千円
実
績 ア 実

績 各事業所と健保組合がコラボして取組む。
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標

医療費抑制に繋げる為、健診等を促す対策を行う必要がある。

継続

実施状況・時期  定期的な情報更新を実施。
成功・推進要因  各種申請書用紙の出力や健保広報の情報をリアルタイムに提供。
課題及び阻害要因  情報提供に対し関心度を高めることが課題。
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加入者全員の健康を維持し、医療費抑制を図る。

アウトプット指標
全事業所共通取組み８項目達成率（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和4年度：80％/20％　【達成度】25.0%）共通取組み８項目＝人間ドック受診率・がん検診受診率・特定健診受診率
・インフルエンザ予報接種率・定期健康診断再診受診率・生活習慣病有病率・喫煙者率・ジェネリック医薬品使用比率[-] 
アウトカム指標

 
医療費低減に結び付けるが、具体的数値の把握が困難な為。
(アウトカムは設定されていません)

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない
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健康情報提供

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

【 保健事業の基盤 】加入者への意識づけ
1 事業名

健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 2 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 (予算措置なし) 新規・既存区分 既存

実
績 2 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 シ 実施方法 計

画 当組合ホームページにタイムリーな情報の提供を実施する。 予算額 0千円
実
績 シ 実

績 当組合ホームページにタイムリーな情報の提供を実施する。
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ス 実施体制 計

画 - 決算額 - 千円
実
績 ス 実

績 -
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
健康情報の共有。

アウトプット指標  情報提供の実施（【平成29年度末の実績値】100％【計画値/実績値】令和4年度：100％/100％　【達成度】100%）-[-] 
アウトカム指標

 
加入者の意識変容は測定困難な為。
(アウトカムは設定されていません)

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）

継続

実施状況・時期  定期的な情報更新を実施。
成功・推進要因  各種申請用紙の出力や健保広報の情報をリアルタイムに提供。
課題及び阻害要因  情報提供に対し関心度を高めることが課題。
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外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない
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特定健康診査

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  被保険者,被扶養者

【個別の事業】
1 事業名

健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 3-ア 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 特定健康診査事業 新規・既存区分 既存

実
績 3-ア 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  被保険者,被扶養者

注2)プロセス分
類

計
画 イ,オ,ク,ケ,コ,シ 実施方法 計

画
事業所所属被保険者は、事業主負担の法定健診、任意継続被保険者及び被扶養者には受診
券を発行し無料にて健診を実施。 予算額 19,733千円

実
績 イ,オ,ク,ケ,コ,シ 実

績
事業所所属被保険者は、事業主負担の法定健診、任意継続被保険者及び被扶養者には受診
券を発行し無料にて健診を実施。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア,イ,ウ,キ,コ 実施体制 計

画 （被扶養者）全国のＡ・Ｂ契約受診医療機関にて受診。 決算額 4,379 千円
実
績 ア,イ,ウ,キ,コ 実

績 （被扶養者）全国のＡ・Ｂ契約受診医療機関にて受診。
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ３．60%以上
事業目標

被扶養者の受診率が低い。

継続

実施状況・時期

 

令和4年度特定健診受診率　【73.5%】
令和4年度被保険者特定健診受診率　【91.9%】
令和4年度被扶養者特定健診受診率　【26.6%】
<被保険者(任継)　【49.6%】　被扶養者【36.1%】>
被扶養者と任継者の本人に受診券を発行し特定健診費用を予算化。
事業所所属被保険者は事業主負担の為、予算外。

成功・推進要因  被保険者の定期健康診断(法定健診)の受診率は高い。
課題及び阻害要因

 
被扶養者の受診率向上が課題。
対象者の健診に対する意識の個人差と周知不足が要因。
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特定保健指導

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  基準該当者

生活習慣病に起因する重症化予防。

アウトプット指標
 
受診券案内送付率（【平成29年度末の実績値】100％【計画値/実績値】令和4年度：100％/100％　【達成度】100%）被保険者（任継）及び被扶養者への受診券送付率100％。
事業所と協働し、受診を推奨。
[-] 

アウトカム指標
 
特定健診実施率（【平成29年度末の実績値】20.0％【計画値/実績値】令和4年度：70％/28.0％　【達成度】40.0%）被保険者（任継）及び被扶養者の特定健診実施率の向上。
[-] 

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

2 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 4-ア 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 特定保健指導事業 新規・既存区分 既存

実
績 4-ア 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 オ,ク,ケ,コ 実施方法 計

画 保健師による面談、その他運動・食事等の指導。 予算額 36,975千円
実
績 オ,ク,ケ,コ 実

績 保健師による面談、その他運動・食事等の指導。
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア,イ,ウ,コ 実施体制 計

画 外部専門業者に委託。 決算額 15,670 千円
実
績 ア,イ,ウ,コ 実

績 外部専門業者に委託。
実施計画
(令和4年度)

被扶養者の特定健診受診率が低い為、保健指導実施率も上がらない。

継続
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健康保険新聞

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  18 〜 74 対象者分類  基準該当者

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
メタボリックシンドローム該当者、予備軍の減少。
被扶養者の指導実施率の向上。

アウトプット指標  実施体制の強化（【平成29年度末の実績値】2社【計画値/実績値】令和4年度：21社/21社　【達成度】100%）指導対象事業所の拡大。（被扶養者含む）[-] 
アウトカム指標  特定保健指導実施率（【平成29年度末の実績値】29.7％【計画値/実績値】令和4年度：45％/52.9％　【達成度】100%）特定保健指導実施率の向上。[-] 

外部委託先

計
画 ＳＯＭＰＯヘルスサポート株式会社（特定保健指導）

実
績

委託の有無 外部委託した

外部委託先事業者 ＳＯＭＰＯヘルスサポート株式会社（特定保健指導）

3 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 5-キ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績 5-キ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  18 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 シ 実施方法 計

画
健康保険組合連合会発行の「すこやか健保」を組合会理事・議員・各事業所健康保険担当部課長
に毎月送付。 予算額 38千円

実施状況・時期

 

令和4年度特定保健指導率　【52.9％】
事業所との協働により、実施。
対象者全員に対し実施
委託会社による指導

成功・推進要因  対面面談の外、スマホ・PC等による遠隔面談の実施。
課題及び阻害要因  辞退者の抑制。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）
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医療費通知

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

実
績 シ 実

績
健康保険組合連合会発行の「すこやか健保」を組合会理事・議員・各事業所健康保険担当部課長
に毎月送付。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 - 決算額 35 千円
実
績 ア 実

績 -
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
情報の共有化を図る。

アウトプット指標  健康管理の情報提供（【平成29年度末の実績値】12回【計画値/実績値】令和4年度：12回/12回　【達成度】100%）健康管理の情報提供[-] 
アウトカム指標

 
設定困難な為。
(アウトカムは設定されていません)

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

4 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 2 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績 2 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画

継続

実施状況・時期  健康保険組合連合会発行「すこやか健保」等を組合会理事・議員、各事業所健康保険担当部課長に毎月送付。
成功・推進要因  健康保険組合からの様々な情報(健康増進事業等)を提供し、健康管理に役立っている。
課題及び阻害要因  各事業所よりどのように情報を提供されているかが課題。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）
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健康管理対策推進

実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 イ,ウ 実施方法 計

画
医療費実績を年２回（９月・翌３月）に被保険者宛通知。
又、給付金支払対象者には、その都度毎月送付。 予算額 447千円

実
績 イ,ウ 実

績
医療費実績を年２回（９月・翌３月）に被保険者宛通知。
又、給付金支払対象者には、その都度毎月送付。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ス 実施体制 計

画 事業所を通じて配布。但し、任意継続者は自宅宛て直送。 決算額 556 千円
実
績 ス 実

績 事業所を通じて配布。但し、任意継続者は自宅宛て直送。
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
医療費負担の構造や各人別実態を知ることで、適正使用に繋げ、医療費適正化を図る。

アウトプット指標  医療費実態の把握（【平成29年度末の実績値】2回【計画値/実績値】令和4年度：2回/2回　【達成度】100%）-[-] 
アウトカム指標

 
設定が困難な為。
(アウトカムは設定されていません)

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

5 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 1-ウ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

継続

実施状況・時期
 
医療費通知を年2回(9月・翌年3月)被保険者に通知。
給付金支払対象者にはその都度毎月通知。
事業所を通じて配布。

成功・推進要因  事業所の協力にて対象者へ配布。
課題及び阻害要因

 
自宅への持ち帰り、内容を確認しているかが不明。
事業所の事務負担となる。

医療費抑制に繋げる為、健診等を促す対策を行う必要がある。
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  18 〜 74 対象者分類  加入者全員

健康保険研修会

実
績 1-ウ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  18 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 シ 実施方法 計

画
各事業所に健康管理事業推進委員を配置し、全事業所共通した認識の下、各種保健事業に取組
む。 予算額 450千円

実
績 シ 実

績
各事業所に健康管理事業推進委員を配置し、全事業所共通した認識の下、各種保健事業に取組
む。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 年１回健康管理推進委員会を開催。 決算額 321 千円
実
績 ア 実

績 年１回健康管理推進委員会を開催。
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
保健事業推進に関わる様々な情報を共有し、健康管理に役立てる。

アウトプット指標  健康増進事業推進対策（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和4年度：1回/1回　【達成度】100%）対策委員会開催[-] 
アウトカム指標

 
設定が困難な為。
(アウトカムは設定されていません)

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

6 事業名
健康課題との関
連

継続

実施状況・時期  (健康増進事業・疾病予防事業等)を提供。
成功・推進要因  健康保険組合からの様々な情報(健康増進事業・疾病予防事業等)を提供し、健康管理に役立っている。
課題及び阻害要因  各事業所に即した保健事業の実施が課題。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  18 〜 74 対象者分類  加入者全員

分類
注1)事業分類 計

画 1-ア 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績 1-ア 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  18 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 シ 実施方法 計

画 各事業所健康保険事務担当者を対象に研修会を必要の都度実施。 予算額 800千円
実
績 シ 実

績 各事業所健康保険事務担当者を対象に研修会を必要の都度実施。
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア,コ 実施体制 計

画 - 決算額 41 千円
実
績 ア,コ 実

績 -
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ２．40%以上
事業目標
健保組合からの様々な情報を提供し、健康管理に役立てる。

アウトプット指標  事務担当者を対象に研修会（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和4年度：1回/0回　【達成度】50%）-[-] 
アウトカム指標

 
設定になじまない。
(アウトカムは設定されていません)

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

継続

実施状況・時期
 
各事業所健康保険事務担当者を対象に必要の都度研修会を開催。
8月に資料の送付を行った。

成功・推進要因  健康保険組合からの様々な情報(健康増進事業・疾病予防事業等)を提供し、健康管理に役立っている。
課題及び阻害要因

 
各事業所に即した研修会の実施が課題。
コロナ禍により、健康保険研修会の開催が出来なかった。
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ジェネリック医薬品使用促進

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

7 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 7-イ,7-ウ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績 7-イ, 7-ウ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 シ 実施方法 計

画
ジェネリック医薬品普及率向上を目指し、ホームページに掲載。又、被保険者の自宅へジェネ
リック冊子と当組合の保健事業の案内を送付。
被保険者証発行の際にジェネリックに関するリーフレットを同封。
さらに全加入者に差額通知を3ヶ月に一度送付し、意識づけを行う。

予算額 -千円

実
績 シ 実

績
ジェネリック医薬品普及率向上を目指し、ホームページに掲載。又、被保険者の自宅へジェネ
リック冊子と当組合の保健事業の案内を送付。
被保険者証発行の際にジェネリックに関するリーフレットを同封。
さらに全加入者に差額通知を3ヶ月に一度送付し、意識づけを行う。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ス 実施体制 計

画 - 決算額 424 千円
実
績 ス 実

績 -
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ４．80%以上
事業目標

当組合と全組合集計の使用割合は、ほぼ同じである。

継続

実施状況・時期
 
後発医薬品の使用割合　【83.5%】　【令和5年3月診療分】
ホームページによる意識づけ及びジェネリック医薬品へ切り替えた場合の差額通知を毎月送付。
リーフレット・希望シール等の配布。

成功・推進要因  平成27年度より全加入者へ差額通知を送付し、意識づけに役立っている。
課題及び阻害要因  ホームページのみではジェネリック医薬品の周知及び理解不足。
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人間ドック利用補助

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  30 〜 74 対象者分類  基準該当者

ジェネリック医薬品使用率の向上。

アウトプット指標  ＰＲ活動の強化（【平成29年度末の実績値】12回【計画値/実績値】令和4年度：4回/4回　【達成度】100%）差額通知拡大[-] 
アウトカム指標  ジェネリック医薬品使用率（【平成29年度末の実績値】69.3％【計画値/実績値】令和4年度：80％/83.5％　【達成度】100%）使用率のＵＰ[-] 

外部委託先

計
画 株式会社 社会保険研究所（データヘルス計画策定支援）

実
績

委託の有無 外部委託した

外部委託先事業
者 株式会社 社会保険研究所（データヘルス計画策定支援）

8 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 3-イ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

実
績 3-イ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  30 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 イ,シ 実施方法 計

画

年度に一回限り、３０，０００円を限度に補助。
平成31年度より補助額を以下に見直し。
30才台　１０，０００円
40才台　２０，０００円
50才以上３０，０００円

予算額 46,570千円

実
績 イ,シ 実

績

年度に一回限り、３０，０００円を限度に補助。
平成31年度より補助額を以下に見直し。
30才台　１０，０００円
40才台　２０，０００円
50才以上３０，０００円

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 - 決算額 32,564 千円

生活習慣病罹患は、３０歳代から急激に高くなる傾向にある。
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乳がん検診

対象事業所  全て 性別  女性 年齢  30 〜 74 対象者分類  基準該当者

実
績 ア 実

績 -
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ２．40%以上
事業目標
受診率を向上し、疾病の早期発見、重症化の予防に繋げる。

アウトプット指標  人間ドックの利用促進（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和4年度：1回/1回　【達成度】100%）ＰＲ活動の強化[-] 
アウトカム指標

 
人間ドックの受診率（【平成29年度末の実績値】23.9％【計画値/実績値】令和4年度：45％/17.6％　【達成度】39.1%）受診率を前年度比５％増加
[-] 

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

9 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 3-ウ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

実
績 3-ウ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  女性 年齢  30 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 ウ 実施方法 計

画
３０才以上の女子被保険者・被扶養者の希望者を対象に、年１回に限り５，０００円を限度に実
費を補助。 予算額 1,145千円

継続

実施状況・時期
 
令和4年度　【1,605名】
<被保険者　【1.452名　被扶養者【153名】>

成功・推進要因  受診率向上の為に年代別に補助金額の上限を設定。
課題及び阻害要因

 
被扶養者の受診率向上が課題。
年代別適正受診項目の推奨。

悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増えている。
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子宮頸がん検診

実
績 ウ 実

績
３０才以上の女子被保険者・被扶養者の希望者を対象に、年１回に限り５，０００円を限度に実
費を補助。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 - 決算額 767 千円
実
績 ア 実

績 -
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ２．40%以上
事業目標
事業所と共同で、健診の継続受診の重要性について情報提供を行い、対象者の関心を維持して継続的な受診と、早期発見・早期治療に繋げる。

アウトプット指標
乳がん検診利用促進（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和4年度：1回/1回　【達成度】100%）３０歳到達の女性被保険者、女性被扶養者に対し、冊子を直送。[-] 
アウトカム指標  乳がん検診の受診率（【平成29年度末の実績値】5.9％【計画値/実績値】令和4年度：25％/6％　【達成度】24%）受診率のＵＰ[-] 

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

10 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 3-ウ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

実
績 3-ウ 実

績 １．健保組合

継続

実施状況・時期
 
令和4年度　【188名】
当年度30歳に達する女性へ4月に冊子を送付。(令和4年度47名)

成功・推進要因
 
冊子を自宅へ直送することにより乳がん検診補助が周知され増加。
乳がんの予防、早期発見、早期治療に役立っている。

課題及び阻害要因  乳がんに対し、検診の大切さ・関心度を高めると共に、更なる受診率向上が課題。

悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増えている。

各種がん検診受診率が低い。
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対象事業所  全て 性別  女性 年齢  30 〜 74 対象者分類  基準該当者

大腸がん検診

共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  女性 年齢  30 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 ウ 実施方法 計

画 外部委託により希望者を対象に自己採取法による 予算額 1,743千円
実
績 ウ 実

績 外部委託により希望者を対象に自己採取法による
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 申込書を自宅へ直接送付。 決算額 1,308 千円
実
績 ア 実

績 申込書を自宅へ直接送付。
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ３．60%以上
事業目標
事業所と共同で、健診の継続受診の重要性について情報提供を行い、対象者の関心を維持して継続的な受診と、早期発見・早期治療に繋げる。

アウトプット指標  子宮頸がん検診利用促進（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和4年度：1回/1回　【達成度】100%）対象者あてに申込書を直送。[-] 
アウトカム指標

 
子宮頸がん検診の受診率（【平成29年度末の実績値】17.6％【計画値/実績値】令和4年度：35％/15.9％　【達成度】45.4%）受診率のＵＰ
[-] 

外部委託先

計
画 登録されていない事業者に委託する

実
績

委託の有無 外部委託した

外部委託先事業
者

登録されていない事業者に委託した
※データヘルス・ポータルサイトに登録されていない事業者に委託した場合には、評価の入力はできません。評価を入力する場合には、事業者にてデータヘルス・
ポータルサイトに登録いただくようお伝えください。

11 事業名

継続

実施状況・時期  令和4年度　【500名】
成功・推進要因

 
子宮頸がんの予防、早期発見、早期治療に役立っている。
申込・検査料は無料で受診できる。
健診促進冊子を自宅直送した相乗効果により実施率増加。

課題及び阻害要因  子宮頸がんに対し、検診の大切さ・関心度を高めることが課題。
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  30 〜 74 対象者分類  基準該当者

健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 3-ウ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

実
績 3-ウ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  30 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 ウ 実施方法 計

画 外部委託により希望者を対象に自己採取法による 予算額 4,183千円
実
績 ウ 実

績 外部委託により希望者を対象に自己採取法による
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 申込書を自宅へ直接送付 決算額 3,459 千円
実
績 ア 実

績 申込書を自宅へ直接送付
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ３．60%以上
事業目標
事業所と共同で、健診の重要性について情報提供を行い、対象者の関心を維持して継続的な受診と、早期発見・早期治療に繋げる。

アウトプット指標  大腸がん検診利用促進（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和4年度：1回/1回　【達成度】100%）対象者宛に申込書を直送。[-] 
アウトカム指標  大腸がん検診の受診率（【平成29年度末の実績値】19.9％【計画値/実績値】令和4年度：40％/19.7％　【達成度】49.3%）受診率のＵＰ[-] 

計
画

登録されていない事業者に委託する

悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増えている。

各種がん検診受診率が低い。

継続

実施状況・時期  令和4年度　【1,866名】
成功・推進要因

 
大腸がんの予防、早期発見、早期治療に役立っている。
申込・検査料は無料で受診できる。
健診促進冊子を自宅直送した相乗効果により実施率増加。

課題及び阻害要因  大腸がんに対し、検診の大切さ・関心度を高めることが課題。
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肺がん検診

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  30 〜 74 対象者分類  基準該当者

外部委託先
実
績

委託の有無 外部委託した

外部委託先事業
者

登録されていない事業者に委託した
※データヘルス・ポータルサイトに登録されていない事業者に委託した場合には、評価の入力はできません。評価を入力する場合には、事業者にてデータヘルス・
ポータルサイトに登録いただくようお伝えください。

12 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 3-ウ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

実
績 3-ウ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  30 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 ウ 実施方法 計

画 外部委託により希望者を対象に自己採取法による 予算額 5,633千円
実
績 ウ 実

績 外部委託により希望者を対象に自己採取法による
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 申込書を直接自宅へ送付 決算額 4,565 千円
実
績 ア 実

績 申込書を直接自宅へ送付
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ３．60%以上
事業目標

悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増えている。

各種がん検診受診率が低い。

継続

実施状況・時期  令和4年度　【1,618名】
成功・推進要因

 
肺がんの予防、早期発見、早期治療に役立っている。
申込・検査料は無料で受診できる。
検診促進冊子を自宅直送した相乗効果により実施率増加。

課題及び阻害要因  肺がんに対し、検診の大切さ・関心度を高めることが課題。
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前立腺がん検診

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  基準該当者

事業所と共同で、健診の重要性について情報提供を行い、対象者の関心を維持して継続的な受診と、早期発見・早期治療に繋げる。

アウトプット指標  肺がん検診利用促進（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和4年度：1回/1回　【達成度】100%）対象者宛に申込書を直送。[-] 
アウトカム指標

 
肺がん検診の受診率（【平成29年度末の実績値】17.5％【計画値/実績値】令和4年度：35％/17.1％　【達成度】48.9%）受診率のＵＰ
[-] 

外部委託先

計
画 登録されていない事業者に委託する

実
績

委託の有無 外部委託した

外部委託先事業
者

登録されていない事業者に委託した
※データヘルス・ポータルサイトに登録されていない事業者に委託した場合には、評価の入力はできません。評価を入力する場合には、事業者にてデータヘルス・
ポータルサイトに登録いただくようお伝えください。

13 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 3-ウ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

実
績 3-ウ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 ウ 実施方法 計

画 外部委託により希望者を対象に自己採取法による 予算額 3,217千円
実
績 ウ 実

績 外部委託により希望者を対象に自己採取法による
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 申込書を直接自宅へ送付 決算額 2,802 千円
実
績 ア 実

績 申込書を直接自宅へ送付
実施計画
(令和4年度)

悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増えている。

各種がん検診受診率が低い。

継続
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ピロリ菌検査

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  30 〜 74 対象者分類  基準該当者

振り返り

評価 ４．80%以上
事業目標
事業所と共同で、健診の重要性について情報提供を行い、対象者の関心を維持して継続的な受診と、早期発見・早期治療に繋げる。

アウトプット指標  前立腺がん検診利用促進（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和4年度：1回/1回　【達成度】100%）対象者宛に申込書を直送。[-] 
アウトカム指標

 
前立腺がん検診の受診率（【平成29年度末の実績値】18.5％【計画値/実績値】令和4年度：35％/21.5％　【達成度】61.4%）受診率のＵＰ
[-] 

外部委託先

計
画 登録されていない事業者に委託する

実
績

委託の有無 外部委託した

外部委託先事業
者

登録されていない事業者に委託した
※データヘルス・ポータルサイトに登録されていない事業者に委託した場合には、評価の入力はできません。評価を入力する場合には、事業者にてデータヘルス・
ポータルサイトに登録いただくようお伝えください。

14 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 3-ウ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

実
績 3-ウ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  30 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 ウ 実施方法 計

画 外部委託により希望者を対象に自己採取法による 予算額 4,057千円

実施状況・時期  令和4年度　【1,018名】
成功・推進要因

 
前立腺がんの予防、早期発見、早期治療に役立っている。
申込・検査料は無料で受診できる。
健診促進冊子を自宅直送した相乗効果により実施率増加。

課題及び阻害要因  前立腺がんに対し、検診の大切さ・関心度を高めることが課題。

悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増えている。

各種がん検診受診率が低い。
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インフルエンザ予防接種

実
績 ウ 実

績 外部委託により希望者を対象に自己採取法による
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 申込書を直接自宅へ送付 決算額 3,375 千円
実
績 ア 実

績 申込書を直接自宅へ送付
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ３．60%以上
事業目標
事業所と共同で、健診の重要性について情報提供を行い、対象者の関心を維持して継続的な受診と、早期発見・早期治療に繋げる。

アウトプット指標  ピロリ菌検査利用促進（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和4年度：1回/1回　【達成度】100%）対象者宛に申込書を直送。[-] 
アウトカム指標  ピロリ菌検査の受診率（【平成29年度末の実績値】16.2％【計画値/実績値】令和4年度：35％/16.3％　【達成度】46.6%）受診率のＵＰ[-] 

外部委託先

計
画 登録されていない事業者に委託する

実
績

委託の有無 外部委託した

外部委託先事業
者

登録されていない事業者に委託した
※データヘルス・ポータルサイトに登録されていない事業者に委託した場合には、評価の入力はできません。評価を入力する場合には、事業者にてデータヘルス・
ポータルサイトに登録いただくようお伝えください。

15 事業名

健康課題との関
連

分類
注1)事業分類 計

画 3-カ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

継続

実施状況・時期  令和4年度　【1,545名】
成功・推進要因

 
胃がんの予防、早期発見、早期治療に役立っている。
申込・検査料は無料で受診できる。
健診促進冊子を自宅直送した相乗効果により実施率増加。

課題及び阻害要因  胃がんに対し、検査の大切さ・関心度を高めることが課題。

人間ドック 
インフルエンザ予防接種 
乳がん検診 
禁煙チャレンジ 
メンタルサポート 
受診率、利用率向上の工夫が必要。
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

禁煙チャレンジ

実
績 3-カ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 ス 実施方法 計

画 年度に一回限り３，０００円限度に実費を補助。 予算額 31,283千円
実
績 ス 実

績 年度に一回限り３，０００円限度に実費を補助。
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 - 決算額 20,837 千円
実
績 ア 実

績 -
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ４．80%以上
事業目標
事業所と共同で、インフルエンザの予防接種の大切さ・関心度を高め、接種率の増加に繋げる。

アウトプット指標  インフルエンザ予防接種利用促進（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和4年度：1回/1回　【達成度】100%）ＰＲ活動の強化[-] 
アウトカム指標  インフルエンザ予防接種率（【平成29年度末の実績値】43.0％【計画値/実績値】令和4年度：65％/38.0％　【達成度】58.5%）接種率ＵＰ[-] 

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

16 事業名

継続

実施状況・時期
 
令和4年度　【6,536名】
<被保険者【4,622名】　被扶養者【1,914名】>

成功・推進要因
 
インフルエンザの予防に役立っている。
平成25年度補助金額を1,000円から3,000円に引き上げた為、接種率が増加した。

課題及び阻害要因
 
インフルエンザに対し、予防接種の大切さ・関心度を高めることが課題。
コロナ禍によりコロナワクチン接種へと関心が向いた。

64



対象事業所  全て 性別  男女 年齢  20 〜 74 対象者分類  基準該当者

健康課題との関
連

分類
注1)事業分類 計

画 5-オ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

実
績 5-オ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  20 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 ケ 実施方法 計

画
医療機関での禁煙外来治療プログラムでの禁煙成功者に対して、年度一回に限り禁煙外来にかかった
費用（自己負担分）の７割を実費補助。 予算額 420千円

実
績 ケ 実

績
医療機関での禁煙外来治療プログラムでの禁煙成功者に対して、年度一回に限り禁煙外来にかかった
費用（自己負担分）の７割を実費補助。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 - 決算額 45 千円
実
績 ア 実

績 -
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ２．40%以上
事業目標

喫煙率は年々減少の傾向にあるが、40〜50歳代前半男性の喫煙率が高い。

人間ドック 
インフルエンザ予防接種 
乳がん検診 
禁煙チャレンジ 
メンタルサポート 
受診率、利用率向上の工夫が必要。

継続

実施状況・時期  令和4年度　【4名】
成功・推進要因  平成25年度より新規事業、禁煙外来への費用補助実施。
課題及び阻害要因

 
禁煙の大切さ・関心度を高めることが課題。
喫煙者の意識改善。
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メンタルサポート

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  18 〜 74 対象者分類  加入者全員

事業所と共同で、ＰＲ強化し、喫煙者の意識改善を図っていく。

アウトプット指標  ＰＲ活動強化（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和4年度：1回/1回　【達成度】100%）禁煙ポスター配布[-] 
アウトカム指標  禁煙チャレンジ（【平成29年度末の実績値】7件【計画値/実績値】令和4年度：40件/4件　【達成度】10%）禁煙チャレンジ参加者のＵＰ[-] 

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績

委託の有
無 外部委託しない

17 事業名

健康課題との関
連

分類
注1)事業分類 計

画 5-エ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

実
績 5-エ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  18 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 シ 実施方法 計

画
事業所主催でメンタルヘルスの研修会や講演会等を開催した場合、費用（補助規程有）の半額を
実費補助。 予算額 336千円

実
績 シ 実

績
事業所主催でメンタルヘルスの研修会や講演会等を開催した場合、費用（補助規程有）の半額を
実費補助。

被保険者のメンタル疾患は、神経症・ストレス障害と気分[感情]障害である。
職場や私生活の変化が激しい３０歳代から５５歳未満までの年代で高くなっている。

人間ドック 
インフルエンザ予防接種 
乳がん検診 
禁煙チャレンジ 
メンタルサポート 
受診率、利用率向上の工夫が必要。
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保健指導用の視聴覚教材

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 コ 実施体制 計

画 - 決算額 56 千円
実
績 コ 実

績 -
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ２．40%以上
事業目標
事業所と共同でメンタルヘルスの大切さ、関心度を高めて、加入者の心の健康を保つ。

アウトプット指標  メンタルサポート利用推進（【平成29年度末の実績値】0件【計画値/実績値】令和4年度：4件/1件　【達成度】25%）メンタルヘルスの重要性をＰＲし、利用件数ＵＰ[-] 
アウトカム指標

 
設定になじまない。
(アウトカムは設定されていません)

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

18 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 2 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 (予算措置なし) 新規・既存区分 既存

実
績 2 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容

継続

実施状況・時期  令和4年度　【1件】
成功・推進要因

 
職場におけるメンタルヘルス対策として働く人のメンタルヘルスに役立っている。
平成25年度より新規事業。
メンタルセミナー等開催に事業所への費用補助実施。

課題及び阻害要因

 

事業所においての周知不足。
事業所でのメンタルセミナー等開催が対象だったので、開催率が低かった。
補助対象の拡大が課題。(被保険者・被扶養者)
メンタルヘルスの大切さ・関心度を高めることが課題。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  18 〜 74 対象者分類  加入者全員

受診率向上のため冊子及び通知

対象者 計
画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  18 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 シ 実施方法 計

画 保健指導用のビデオテープの貸し出し。 予算額 0千円
実
績 シ 実

績 保健指導用のビデオテープの貸し出し。
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 コ 実施体制 計

画 - 決算額 0 千円
実
績 コ 実

績 -
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 １．39%以下
事業目標
健保組合から様々な情報を事業所へ提供し、健康管理に役立てる。

アウトプット指標
 
視聴覚教材の利用（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和4年度：1件/0件　【達成度】0%）利用のＵＰ
ＰＲの強化[-] 

アウトカム指標
 
設定になじまない。
(アウトカムは設定されていません)

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

19 事業名

継続

実施状況・時期  各事業所への保健指導用媒体の貸出。
成功・推進要因  健康保険組合からの様々な情報(健康増進事業・疾病予防事業等)を提供し、健康管理に役立っている。
課題及び阻害要因

 
各事業所に即した貸出が課題。
DVDが無い。
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  30 〜 74 対象者分類  加入者全員

健康課題との関
連

分類
注1)事業分類 計

画 3-ア,4-オ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績 3-ア, 4-オ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  30 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 イ,ウ,エ,オ 実施方法 計

画 特定健診・ガン検診への受診を促す事業。 予算額 1,391千円
実
績 イ,ウ,エ,オ 実

績 特定健診・ガン検診への受診を促す事業。
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 キ,ス 実施体制 計

画 受診を促す冊子、案内を送付。 決算額 1,379 千円
実
績 キ,ス 実

績 受診を促す冊子、案内を送付。
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ２．40%以上
事業目標

被扶養者の受診率が低い。

悪性新生物の有病者数も30歳を境に急激に増えている。

各種がん検診受診率が低い。

継続

実施状況・時期
 
特定検診の案内を対象者に送付(令和4年度2,210名)
がん検診の案内通知を業者から自宅へ直接送付。

成功・推進要因
 
がんの予防、早期発見、早期治療に役立っている。
申込・検査料は無料で受診できる。
健診促進冊子を自宅直送した相乗効果により実施率増加。

課題及び阻害要因  がんに対し、検診の大切さ・関心度を高めることが課題。
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歯周病検査

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  基準該当者

対象者への受診、早期発見・早期治療に繋げる。

アウトプット指標  対象者への送付（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和4年度：100％/100％　【達成度】100%）対象者あてに冊子、案内を送付。[-] 
アウトカム指標  対象者への受診率（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和4年度：20％/0％　【達成度】0%）受診率のＵＰ[-] 

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

20 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 3-エ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 新規

実
績 3-エ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 ウ 実施方法 計

画 外部委託により希望者を対象に自己採取法による 予算額 3,329千円
実
績 ウ 実

績 外部委託により希望者を対象に自己採取法による
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 申込書を自宅へ直接送付 決算額 2,775 千円
実
績 ア 実

績 申込書を自宅へ直接送付
実施計画
(令和4年度)

該当なし

継続
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受診勧奨通知

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  加入者全員

振り返り

評価 ４．80%以上
事業目標
事業所と共同で、健診の継続受診の重要性について情報提供を行い、対象者の関心を維持して継続的な受診と早期発見、早期治療に繋げる。

アウトプット指標  歯周病検査利用促進（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和4年度：1回/1回　【達成度】100%）対象者宛に申込書を直送。[-] 
アウトカム指標  歯周病検査の受診率（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和4年度：25％/16.5％　【達成度】66%）受診率のＵＰ[-] 

外部委託先

計
画 登録されていない事業者に委託する

実
績

委託の有無 外部委託した

外部委託先事業
者

登録されていない事業者に委託した
※データヘルス・ポータルサイトに登録されていない事業者に委託した場合には、評価の入力はできません。評価を入力する場合には、事業者にてデータヘルス・
ポータルサイトに登録いただくようお伝えください。

21 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画
3-ア,4-ア,4-オ,4-
カ 実施主体 計

画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 新規
実
績 3-ア, 4-オ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 イ,オ,ク,ケ 実施方法 計

画
健康診断(特定健診)結果にて糖尿病、高血圧及び脂質異常を疑われる方のうち、未受診者に
対し受診勧奨通知を作成し、送付。 予算額 61千円

実
績 イ,オ,ク,ケ 実

績
健康診断(特定健診)結果にて糖尿病、高血圧及び脂質異常を疑われる方のうち、未受診者に
対し受診勧奨通知を作成し、送付。

実施状況・時期  令和4年度　【1,192名】
成功・推進要因

 
歯周病の予防、早期発見、早期治療に役立っている。
申込・検査料は無料で受診できる。
健診促進冊子を自宅直送した相乗効果により実施率増加。

課題及び阻害要因  歯周病に対し、検診の大切さ・関心度を高めることが課題。

医療費抑制に繋げる為、健診等を促す対策を行う必要がある。
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医療費適正化の啓蒙促進

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ス 実施体制 計

画 年2回対象者に送付 決算額 52 千円
実
績 ス 実

績 -
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ２．40%以上
事業目標
生活習慣病を原因とした糖尿病による合併症や心疾患、脳梗塞疾患などの重症化の予防・早期発見・早期治療に繋げる。

アウトプット指標  対象者への送付（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和4年度：100％/100％　【達成度】100%）対象者宛に重症化予防受診勧奨通知を送付。[-] 
アウトカム指標  対象者への受診率（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和4年度：30％/0.4％　【達成度】1.3%）受診率のＵＰ[-] 

外部委託先

計
画 外部委託しない

実
績

委託の有無 外部委託した

外部委託先事業者 株式会社JMDC（特定健診）

22 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 2 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 新規

実
績 2 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画

新規

実施状況・時期
 
健康診断(特定健診)結果にて糖尿病、高血圧及び脂質異常を疑われる方のうち、未受診者に対し受診勧奨通知を作成し、年2回対象者に送付。
令和4年度【276名】

成功・推進要因  糖尿病、高血圧及び脂質異常の予防、早期発見、早期治療に役立っている。
課題及び阻害要因  対象者の健診に対する意識の個人差と周知不足が要因。

医療費抑制に繋げる為、健診等を促す対策を行う必要がある。
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実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 ケ 実施方法 計

画 被保険者の自宅へ医療費適正化等の冊子等を送付。 予算額 -千円
実
績 ケ 実

績 被保険者の自宅へ医療費適正化等の冊子等を送付。
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ス 実施体制 計

画 - 決算額 1,826 千円
実
績 ス 実

績 -
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
冊子等を送付する事により医療費適正化への意識づけを行う。

アウトプット指標  対象者への送付（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和4年度：100％/100％　【達成度】100%）被保険者の自宅へ医療費適正化等の冊子等を送付。[-] 
アウトカム指標

 
設定になじまない。
(アウトカムは設定されていません)

外部委託先

計
画 外部委託しない

実
績

委託の有無 外部委託した

外部委託先事業者 株式会社　社会保険出版社（健康づくり事業）

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報作成又は情報提供でのＩＣＴ活用など）

オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）
ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他

注３) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築
キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築  ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）
シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

新規

実施状況・時期
 
5月に被保険者の自宅へ医療費適正化の冊子等を送付。
禁煙ポスターを事業所へ送付。(令和4年度)

成功・推進要因  健康管理に役立っている。
課題及び阻害要因  内容を確認しているかが不明。
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